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予算に関する補助金等に係る資料 

 
 

 

 

 

令和６年２月 

 

◯ 三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第５条の規定により提出します。 

◯ この資料は、予算を議会に提出する場合において、一の事務事業につき一の補助事業者等に対し１，０００万円以上の補助金等を交付する

ことが見込まれるものについて、補助事業者等ごとに記載されています。（法令により補助事業等に係る費用の全部又は一部について県が

負担しなければならないものを除きます。） 

◯ 番号欄は、部の通し番号となっています。 

 



 



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

　　　　（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 地籍調査費負担

金
津市
津市西丸之内23番
1号

100,886
(R6.3)

県土の開発、保全、利用
の高度化に資するため、
地籍の明確化を図る場合
に補助する。

（目的・理由)
土地取引の円滑化や土
地資産の保全、災害復
旧の迅速化等に資する
ため、地籍の明確化を図
る。
社会資本整備を計画して
いる地域において、用地
取得の円滑化を図るとと
もに土地境界情報を整
備しておくことで事前防
災・減災に貢献する。

(根拠)
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

公共財
土地の境界を明確にする
ことにより、公共事業の促
進が図れるなどの公共性
を有する。

水資源・地
域プロジェ
クト課

総務費 地域振
興費

資源対
策費

県土基礎調査
推進事業費

2 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目7
番29号

69,564
(R6.3)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

3 同上 南伊勢町
度会郡南伊勢町
五ヶ所浦3057

21,750
(R6.3)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

4 同上 四日市市
四日市市諏訪町1
番5号

23,340
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

　　　　（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

5 地籍調査費負担
金

名張市
名張市鴻之台1番
町1番地

26,235
(R6.4)

県土の開発、保全、利用
の高度化に資するため、
地籍の明確化を図る場合
に補助する。

（目的・理由)
土地取引の円滑化や土
地資産の保全、災害復
旧の迅速化等に資する
ため、地籍の明確化を図
る。
社会資本整備を計画して
いる地域において、用地
取得の円滑化を図るとと
もに土地境界情報を整
備しておくことで事前防
災・減災に貢献する。

(根拠)
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

公共財
土地の境界を明確にする
ことにより、公共事業の促
進が図れるなどの公共性
を有する。

水資源・地
域プロジェ
クト課

総務費 地域振
興費

資源対
策費

県土基礎調査
推進事業費

6 同上 亀山市
亀山市本丸町577
番地

10,125
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

7 同上 鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目1
番1号

28,125
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

8 同上 志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098-22

13,041
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

　　　　（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

9 地籍調査費負担
金

川越町
三重郡川越町大字
豊田一色280番地

13,170
(R6.4)

県土の開発、保全、利用
の高度化に資するため、
地籍の明確化を図る場合
に補助する。

（目的・理由)
土地取引の円滑化や土
地資産の保全、災害復
旧の迅速化等に資する
ため、地籍の明確化を図
る。
社会資本整備を計画して
いる地域において、用地
取得の円滑化を図るとと
もに土地境界情報を整
備しておくことで事前防
災・減災に貢献する。

(根拠)
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

公共財
土地の境界を明確にする
ことにより、公共事業の促
進が図れるなどの公共性
を有する。

水資源・地
域プロジェ
クト課

総務費 地域振
興費

資源対
策費

県土基礎調査
推進事業費

10 同上 玉城町
度会郡玉城町田丸
114-2

13,170
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

11 同上 御浜町
南牟婁郡御浜町大
字阿田和6120番地
1

23,634
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

12 同上 紀宝町
南牟婁郡紀宝町鵜
殿324番地

15,063
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

　　　　（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

13 鉄道軌道安全輸
送設備等整備事
業費補助金

三岐鉄道株式会社
四日市市富田3丁
目22番83号

44,750
(R6.4)

鉄道事業者が行う安全性
の向上のために必要な設
備整備等に要した経費の
一部を国、沿線市町と協
調して補助する。

（目的・理由）
鉄道事業者の安全な鉄
道輸送の確保を図る。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

シビルミニマム
地域住民にとって必要不
可欠な公共交通機関であ
る鉄道の安全性の向上を
図る。

交通政策課 総務費 地域振
興費

交通政
策費

生活交通活性
化促進事業費

14 同上 四日市市
四日市市諏訪町1
番5号

27,060
(R6.4)

鉄道事業者が行う安全性
の向上のために必要な設
備整備等に要した経費の
一部を国と協調して補助す
る。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

15 同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184番地

22,534
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

16 同上 一般社団法人養老
線管理機構
岐阜県大垣市丸の
内2丁目29番地

20,696
(R6.4)

鉄道事業者が行う安全性
の向上のために必要な設
備整備等に要した経費の
一部を国、沿線市町と協
調して補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

17 同上 伊勢鉄道株式会社
鈴鹿市桜島町1丁
目20番地

51,000
(R6.4)

鉄道事業者が行う安全性
の向上のために必要な設
備整備等に要した経費の
一部を国と協調して補助す
る。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 広域鉄道維持
確保対策事業
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

　　　　（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

18 鉄道施設耐震補
強等事業費補助
金

近畿日本鉄道株式
会社
大阪市天王寺区上
本町6丁目１番55
号

33,717
(R6.4)

鉄道事業者が行う安全性
の向上のために必要な設
備整備等に要した経費の
一部を国、沿線市町と協
調して補助する。

（目的・理由）
鉄道事業者の安全な鉄
道輸送の確保を図る。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

シビルミニマム
地域住民にとって必要不
可欠な公共交通機関であ
る鉄道の安全性の向上を
図る。

交通政策課 総務費 地域振
興費

交通政
策費

生活交通活性
化促進事業費

19 地域交通体系整
備費補助金

伊勢鉄道株式会社
鈴鹿市桜島町1丁
目20番地

124,910
(R6.4）

伊勢鉄道株式会社の設備
整備等に要した経費を沿
線市町と協調して補助す
る。

（目的・理由）
鉄道事業者の経営の円
滑化及び安全な鉄道輸
送の確保を図る。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

シビルミニマム
地域住民にとって必要不
可欠な公共交通機関であ
る鉄道の安全性の向上お
よび運行の維持・確保を図
る。

同上 同上 同上 同上 広域鉄道維持
確保対策事業
費

20 地域間幹線系統
確保維持費補助
金

三重交通株式会社
津市中央1番1号

344,605
(R7.3)

乗合バス事業者が運営す
る地域間幹線バス路線の
欠損額及び車両購入の減
価償却費にかかる補助対
象経費に対し、補助する。

（目的・理由）
地方バス運行の維持を
図る。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

シビルミニマム
地域住民にとって必要不
可欠な公共交通機関であ
るバス路線の維持・確保を
図る。

同上 同上 同上 同上 生活交通活性
化促進事業費

21 高齢者等の移動
手段確保総合対
策事業費補助金

未定
（県内市町）

未定
（未定）

人口や既存の公共交通機
関の状況等をふまえ、地
域内交通ネットワークの構
築に取り組む市町をモデ
ル的に選定し、重点的な
支援を行う。

（目的・理由)
地域内交通ネットワーク
を構築し、日常生活で必
要となる移動手段の確保
を図る。

(根拠)
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

シビルミニマム
地域住民にとって必要不
可欠な生活交通ネットワー
クの維持・確保を図る。

同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

　　　　（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

22 スポーツ団体等
活性化補助金

公益財団法人三重
県スポーツ協会
鈴鹿市御薗町1669
番地

19,439
(R6.4)

三重県スポーツ協会の事
業に要する経費を補助す
る。

（目的・理由）
三重県スポーツ協会の
事業活動を助成すること
により、アマチュアスポー
ツの健全な普及振興と青
少年の健全な育成を図
る。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

外部（不）経済
三重県スポーツ協会は、
本県のアマチュアスポーツ
を統轄する団体であり、当
該団体の事業活動経費を
補助することにより、アマ
チュアスポーツの健全な普
及振興と青少年の健全な
育成を図るものであること
から、公益性を有する。

スポーツ推
進課

総務費 スポー
ツ推進
費

スポー
ツ推進
費

地域スポーツ
推進事業費

23 同上 一般財団法人三重
県武道振興会
津市北河路町19番
地１

11,836
(R6.4)

三重県武道振興会の事業
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
三重県武道振興会の事
業活動を助成することに
より、アマチュアスポーツ
の健全な普及振興と青
少年の健全な育成を図
る。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

外部（不）経済
三重県武道振興会は、各
種の武道大会や武道教室
を開催しており、当該団体
の事業活動経費を補助す
ることにより、アマチュアス
ポーツの健全な普及振興
と青少年の健全な育成を
図るものであることから、
公益性を有する。

同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

　　　　（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

24 レガシーを活用し
たみえのスポー
ツ支援事業補助
金

未定 未定
（未定）

三重とこわか国体・三重と
こわか大会の会場施設等
を活用して市町・競技団体
等が実施する、大規模大
会等の誘致・開催、スポー
ツを通じたまちづくり等に
要する経費を補助する。

（目的・理由）
市町・競技団体等が実施
する大規模大会の誘致・
開催事業等を支援するこ
とにより、スポーツの振
興やスポーツを通じた地
域の活性化を図る。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

外部（不）経済
市町・競技団体等の事業
経費を補助することによ
り、本県のスポーツの振興
やスポーツを通じた地域の
活性化を図るものであるこ
とから、公益性を有する。

スポーツ推
進課

総務費 スポー
ツ推進
費

スポー
ツ推進
費

地域スポーツ
推進事業費

25 新三重武道館整
備費補助金

津市
津市西丸之内23番
1号

20,251
（R6.4）

新三重武道館の整備に係
る元利償還金等の一部を
補助する。

（目的・理由）
新三重武道館の整備に
係る経費を補助すること
により、本県のさらなる
武道振興に寄与する。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

外部（不）経済
新三重武道館の整備で、
本県のさらなる武道振興
が図られることにより、アマ
チュアスポーツの健全な普
及及び振興と青少年の健
全育成に寄与するもので
あることから、公益性を有
する。

同上 同上 同上 スポー
ツ施設
費

スポーツ施設
整備運営費

26 三重県競技力向
上対策本部負担
金

三重県競技力向上
対策本部
津市広明町13番地

310,134
(R6.4)

本県競技スポーツ水準の
向上を図るために要する
経費を負担する。

（目的・理由）
三重県競技力向上対策
本部の事業経費を負担
することにより、本県競
技スポーツ水準の向上を
効果的に推進する。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

外部（不）経済
本県競技スポーツ水準の
向上を図ることで、本県選
手がオリンピック競技大会
や国民スポーツ大会等の
国内外の大会で活躍する
ことは、県民に夢や感動を
与え、一体感の醸成につ
ながるものであることか
ら、公益性を有する。

競技力向上
対策課

同上 同上 スポー
ツ推進
費

競技力向上対
策事業費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

　　　　（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

27 離島航路整備事
業補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目1
番1号

35,134
(R7.3)

離島航路事業者に対し
て、欠損額の一部を補助
する。

（目的・理由）
離島航路事業の維持改
善を図り、離島地域の振
興及び離島住民の生活
の安定と向上に資する。

（根拠）
地域連携・交通部関係補
助金等交付要綱

シビルミニマム
離島と本土を結ぶ唯一の
交通機関である離島航路
を確保する。

南部地域振
興企画課

総務費 地域振
興費

地域振
興費

過疎・離島等
振興対策費

28 離島航路船舶新
造事業補助金

同上 38,500
(R6.10)

船舶新造にかかる費用の
一部を補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

地域連携・交通部　8



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：防災対策部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 地域減災力強化

推進補助金
未定
（県内市町）

未定
（未定）

市町において、発災時に
住民の適切な避難行動に
つなげ命を守る取組等に
対し補助する。

（目的・理由）
住民を風水害から守る
共助の推進や、南海トラ
フ地震対策等の充実・強
化を図る。

（根拠）
防災対策部関係補助金
等交付要綱

公共財
発災時に住民の生命を守
るための取組への補助
は、公共性が高いもので
ある。

地域防災推
進課

総務費 防災費 防災総
務費

地震対策費

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

防災対策部　1



 



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 介護職員処遇改

善支援補助金
未定
（社会福祉法人等）

511,920
（未定）

介護サービス施設で働く介
護職員の賃金改善に必要
な経費に対して補助金を
交付する。

（目的・理由）
介護業界の賃金が低水
準であることをふまえ、必
要な介護人材を確保する
ため、介護職員の賃金を
改善する介護サービス施
設を支援する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
介護サービス施設で働く介
護職員の処遇を改善する
ことは、サービス利用者や
その家族等の安全・安心を
確保するための環境整備
として公益性がある。

長寿介護課 民生費 社会福
祉費

老人福
祉費

介護保険制度
実施関係事業
費

2 介護福祉士修学
資金等貸付事業
補助金

社会福祉法人三重
県社会福祉協議会
津市桜橋2丁目131

44,102
（R6.3）

三重県社会福祉協議会が
実施する介護福祉士修学
資金等貸付事業に対して
補助する。

（目的・理由）
介護福祉士修学資金等
貸付事業に要する経費を
補助することにより、介護
人材の育成及び確保並
びに定着を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
介護福祉士の資格取得を
目指す学生等へ修学資金
を貸与する事業等に対して
補助することにより、介護
人材の育成及び確保並び
に定着が図られ、社会的
効用を発生させるものとし
て公益性がある。

同上 同上 同上 社会福
祉総務
費

福祉人材確保
対策費

3 公立大学法人三
重県立看護大学
運営費交付金

公立大学法人三重
県立看護大学
津市夢が丘一丁目
1番地1

737,964
(R6.4)

公立大学法人三重県立看
護大学の運営費を交付す
る。

（目的・理由）
公立大学法人三重県立
看護大学が適切に運営さ
れるよう、必要な経費を運
営費交付金として交付す
る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
地方独立行政法人制度に
おいては、必ずしも独立採
算制を前提としておらず、
公立大学法人三重県立看
護大学が適切に運営され
るためには、交付金の交
付以外の方法はない。

医療政策課 衛生費 医薬費 医療従
事者養
成費

公立大学法人
関係事業費

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

医療保健部　1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

4 公立大学法人三
重県立看護大学
施設整備費補助
金

公立大学法人三重
県立看護大学
津市夢が丘一丁目
1番地1

139,100
(未定)

公立大学法人三重県立看
護大学が実施する施設・
設備等の整備に要する経
費に対して補助する。

（目的・理由）
公立大学法人三重県立
看護大学の教育・研究環
境の充実を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
看護職員の育成及び教育
を行う大学が実施する施
設・設備等の整備に要する
経費に対して補助すること
により、県内外の医療機関
における看護職員の充実
を図るものであり、社会的
効用を発生させるものとし
て公益性がある。

医療政策課 衛生費 医薬費 医療従
事者養
成費

公立大学法人
関係事業費

5 公立大学法人三
重県立看護大学
授業料等減免費
交付金

公立大学法人三重
県立看護大学
津市夢が丘一丁目
1番地1

22,978
(未定)

公立大学法人三重県立看
護大学が行う授業料等減
免に要する経費に対して
補助する。

（目的・理由）
公立大学法人三重県立
看護大学の修学に係る経
済的負担を軽減する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
子どもを安心して育てるこ
とができる環境の整備を図
り、急速な少子化の進展へ
の対処に寄与するもので
あり、公益性がある。

同上 同上 同上 同上 同上

6 病床機能再編支
援事業給付金

日本赤十字社伊勢
赤十字病院
伊勢市船江一丁目
471番2

36,480
（未定）

地域医療構想の実現に向
けた病床機能の分化・連
携を促進することを目的と
する、病床規模の適正化
に係る取組を支援するた
め、給付金を支給する。

（目的・理由）
医療介護総合確保法に
係る三重県医療計画に基
づき、病床規模の適正化
を進め、地域医療構想の
実現に向けた効果的・効
率的な医療提供体制の構
築を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
病床規模の適正化に係る
施設整備を支援することに
より、効果的・効率的な医
療提供体制の構築を図る
ものであり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

同上 同上 同上 医務費 地域医療対策
費

医療保健部　2



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

7 病床機能再編支
援事業給付金

医療法人宮池会宮
村産婦人科
亀山市本町3-8-7

36,480
（未定）

地域医療構想の実現に向
けた病床機能の分化・連
携を促進することを目的と
する、病床規模の適正化
に係る取組を支援するた
め、給付金を支給する。

（目的・理由）
医療介護総合確保法に
係る三重県医療計画に基
づき、病床規模の適正化
を進め、地域医療構想の
実現に向けた効果的・効
率的な医療提供体制の構
築を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
病床規模の適正化に係る
施設整備を支援することに
より、効果的・効率的な医
療提供体制の構築を図る
ものであり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

医療政策課 衛生費 医薬費 医務費 地域医療対策
費

8 同上 医療法人宮池会伊
勢志摩レディスクリ
ニック
伊勢市黒瀬町671-
20

43,320
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

9 病床機能分化推
進基盤整備事業
補助金

独立行政法人国立
病院機構三重中央
医療センター
津市久居明神町
2158-5

31,729
（未定）

病床の機能分化・連携を
促進し、地域における効果
的・効率的な医療提供体
制の構築を図ることを目的
とする、病床の機能転換や
病床規模の適正化に係る
施設整備費用の一部を補
助する。

（目的・理由）
医療介護総合確保法に
係る三重県医療計画に基
づき、病床の機能転換や
病床規模の適正化を進
め、地域医療構想の実現
に向けた効果的・効率的
な医療提供体制の構築を
図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
病床の機能転換や病床規
模の適正化に係る施設整
備を支援することにより、
効果的・効率的な医療提
供体制の構築を図るもの
であり、県民の健康的な生
活のための環境整備として
公益性がある。

同上 同上 同上 同上 同上

医療保健部　3



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

10 医療施設設備整
備費補助金
（共同利用施設
設備整備事業補
助金）

三重県厚生農業協
同組合連合会鈴鹿
中央総合病院
鈴鹿市安塚町山之
花1275-53

66,660
（未定）

共同利用施設又は地域医
療支援病院として必要な
共同利用高額医療機器の
購入経費の一部を補助す
る。

（目的・理由）
共同利用を目的とした高
額医療機器を整備するこ
とで、共同利用施設として
地域の医療機関の連携
や医療資源の効率的活
用を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
地域における医療水準の
向上に資するため、医療
提供体制の機能整備・充
実を図るものであり、県民
の健康的な生活のための
環境整備として公益性が
ある。

医療政策課 衛生費 医薬費 医務費 地域医療対策
費

11 医療施設施設整
備費補助金
（有床診療所等ス
プリンクラー等施
設整備事業）

未定
（病院及び有床診
療所）

100,000
（未定）

病院や有床診療所におけ
るスプリンクラー施設、自
動火災報知設備、火災通
報装置の整備に必要な費
用の一部を補助する。

（目的・理由）
患者が安全・安心に医療
機関に入院することがで
きるよう、火災発生時に初
期消火を行うためのスプ
リンクラー等の設置を推
進する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
医療機関の防火対策を支
援することにより、火災発
生時における患者の安全
確保を図るものであり、県
民の健康的な生活のため
の環境整備として公益性
がある。

同上 同上 同上 同上 同上

医療保健部　4



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

12 医療ＤＸ基盤整備
事業補助金

国立大学法人三重
大学医学部附属病
院
津市江戸橋2丁目
174

38,200
（未定）

県内における医療機関間
の医療情報連携を切れ目
なく効果的・効率的に進め
るため、全国の先進モデ
ルとなる次世代の医療DX
の基盤整備に取り組む事
業者に対して補助する。

（目的・理由）
高いセキュリティを保ちつ
つ病院間や医療従事者
間の情報共有を円滑に行
う環境の整備を進めると
ともに、各地域の医療提
供体制の高度化・効率化
を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
病院間ネットワークシステ
ムを含めた県内の医療ＤＸ
の推進に資する基盤整備
を支援することにより、効
果的・効率的な医療提供
体制の構築を図るもので
あり、県民の健康的な生活
のための環境整備として公
益性がある。

医療政策課 衛生費 医薬費 医務費 医療審議会費

13 小児・周産期医
療提供体制推進
事業費補助金
（NICU等長期入
院児支援事業－
地域療育支援施
設運営事業）

独立行政法人国立
病院機構三重病院
津市大里窪田町
357番地

31,980
（未定）

新生児集中治療室（NICU）
等に長期入院している小
児が在宅療養等に移行す
るための中間施設である
地域療育支援施設を運営
する経費の一部を補助す
る。

（目的・理由）
NICU等に長期入院してい
る小児が在宅療養等に移
行するための中間施設で
ある地域療育支援施設の
運営を支援し、周産期医
療体制の充実を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
地域療育支援施設の運営
を支援することにより、周
産期医療体制の整備・充
実を図るものであり、県民
の健康的な生活のための
環境整備として公益性が
ある。

同上 同上 公衆衛
生費

公衆衛
生総務
費

小児医療対策
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

14 小児・周産期医
療提供体制推進
事業費補助金
（NICU等長期入
院児支援事業－
日中一時支援事
業）

独立行政法人国立
病院機構三重病院
津市大里窪田町
357番地

29,752
（未定）

新生児集中治療室(NICU)
等長期入院児の在宅医療
中の定期的医学管理及び
保護者の労力の一時支援
に要する経費の一部を補
助する。

（目的・理由）
NICU等長期入院児の在
宅医療中の定期的医学
管理及び保護者の労力
の一時支援を行い、周産
期医療体制の充実を図
る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
日中一時支援事業を支援
することにより、周産期医
療体制の整備・充実を図る
ものであり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

医療政策課 衛生費 公衆衛
生費

公衆衛
生総務
費

小児医療対策
費

15 小児・周産期医
療提供体制推進
事業費補助金
（小児在宅医療・
福祉連携事業）

国立大学法人三重
大学医学部附属病
院
津市江戸橋2丁目
174

16,310
（未定）

地域の小児在宅医療・福
祉連携体制の整備に取り
組む事業者に対して補助
する。

（目的・理由）
地域の小児在宅医療・福
祉連携体制の整備の充
実を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
連携事業を支援することに
より、周産期医療体制の整
備・充実を図るものであり、
県民の健康的な生活のた
めの環境整備として公益
性がある。

同上 同上 同上 同上 同上

16 医療施設施設整
備費補助金（病
院群輪番制病院
施設整備事業）

社会福祉法人峰和
会鈴鹿回生病院
鈴鹿市国府町112-
1

13,513
（未定）

入院を要する（第二次） 救
急医療機関として必要な
診療部門及び専用病室等
を整備する場合に経費の
一部を補助する。

（目的・理由）
休日及び夜間における入
院治療を必要とする重症
救急患者の医療を確保す
る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
二次救急医療体制の整
備・充実を図るものであり、
県民の健康的な生活のた
めの環境整備として公益
性がある。

同上 同上 医薬費 医務費 救急医療対策
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

17 医療施設施設整
備費補助金（救
急ヘリポート施設
整備事業）

社会福祉法人峰和
会鈴鹿回生病院
鈴鹿市国府町112-
1

17,719
（未定）

入院を要する（第二次）救
急医療体制病院へのヘリ
ポート整備に必要な工事
費又は工事請負費の一部
を補助する。

（目的・理由）
救急医療体制病院におけ
る入院治療を必要とする
重症救急患者の医療を確
保する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
二次救急医療体制の整
備・充実を図るものであり、
県民の健康的な生活のた
めの環境整備として公益
性がある。

医療政策課 衛生費 医薬費 医務費 救急医療対策
費

18 救命救急セン
ター運営事業補
助金

日本赤十字社伊勢
赤十字病院
伊勢市船江一丁目
471番2

114,450
（未定）

休日夜間における重篤救
急患者の医療を確保する
ため、救命救急センターを
設置した場合にその運営
経費の一部を補助する。

（目的・理由）
重篤な救急患者に対し、
高度な救急医療を24時間
体制で提供する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
センターの運営を支援する
ことにより、三次救急医療
体制の整備・充実を図るも
のであり、県民の健康的な
生活のための環境整備と
して公益性がある。

同上 同上 同上 同上 同上

19 同上 国立大学法人三重
大学医学部附属病
院
津市江戸橋2丁目
174

89,506
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

20 ドクターヘリ運航
事業補助金

国立大学法人三重
大学医学部附属病
院
津市江戸橋2丁目
174

306,900
（未定）

救急患者の救命率等の向
上、広域救急患者搬送体
制の向上等を図るため、ド
クターヘリの運航を行う場
合にその運航経費の一部
を補助する。

（目的・理由）
重篤な救急患者に対し、
高度な救急医療を提供す
る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
三次救急医療体制の整
備・充実を図るものであり、
県民の健康的な生活のた
めの環境整備として公益
性がある。

医療政策課 衛生費 医薬費 医務費 救急医療対策
費

21 小児救急医療拠
点病院運営事業
補助金

独立行政法人国立
病院機構三重病院
津市大里窪田町
357番地

39,446
（未定）

休日夜間における小児の
重篤救急患者の医療を確
保するため、小児救急医
療拠点病院の運営経費の
一部を補助する。

（目的・理由）
小児の救急患者に対し、
高度な救急医療を24時間
体制で提供する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
拠点病院の運営を支援す
ることにより、小児救急医
療体制の整備・充実を図る
ものであり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

同上 同上 同上 同上 同上

22 がん診療設備整
備費補助金

社会福祉法人恩賜
財団済生会松阪総
合病院
松阪市朝日町一区
15番地の6

10,500
（未定）

質の高いがん診療が可能
な医療提供体制を整備す
るため、がん診療設備の
整備に必要な経費の一部
を補助する。

（目的・理由）
がん医療提供体制の充
実を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
がん診療設備の整備によ
り、がん医療提供体制の
充実を図るものであり、県
民の健康的な生活のため
の環境整備として公益性
がある。

同上 同上 公衆衛
生費

予防費 がん対策推進
費

23 同上 医療法人普照会も
りえい病院
桑名市内堀28-1

10,500
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

24 小児・周産期医
療提供体制推進
事業費補助金
（周産期母子医
療センター運営
事業）

地方独立行政法人
三重県立総合医療
センター
四日市市大字日永
5450-132

17,516
（未定）

ハイリスク妊産婦の妊娠・
分娩管理、ハイリスク新生
児の集中治療等を実施す
るため、新生児集中治療
室（NICU）、母体・胎児集
中治療管理室（MFICU）等
を整備する周産期母子医
療センターの運営経費の
一部を補助する。

（目的・理由）
ハイリスク妊産婦の妊娠・
分娩管理、ハイリスク新
生児の集中治療等を行
い、周産期医療体制の充
実を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
周産期母子医療センター
の運営を支援することによ
り、周産期医療体制の整
備・充実を図るものであり、
県民の健康的な生活のた
めの環境整備として公益
性がある。

医療政策課 衛生費 公衆衛
生費

公衆衛
生総務
費

小児医療対策
費

25 同上 独立行政法人国立
病院機構三重中央
医療センター
津市久居明神町
2158-5

37,542
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

26 同上 日本赤十字社伊勢
赤十字病院
伊勢市船江一丁目
471番2

44,551
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

27 同上 国立大学法人三重
大学医学部附属病
院
津市江戸橋2丁目
174

75,134
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

28 災害医療提供体
制推進事業費補
助金（地域災害
拠点病院施設整
備事業）

社会福祉法人恩賜
財団済生会松阪総
合病院
松阪市朝日町一区
15番地の6

14,429
（未定）

地域の災害拠点病院の施
設整備に取り組む事業へ
補助する。

（目的・理由）
災害時に、傷病者等が必
要な医療を迅速かつ適切
に受けられる災害保健医
療体制の構築を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
地域の災害拠点病院の施
設整備事業を支援すること
により、災害保健医療体制
の整備・充実を図るもので
あり、県民の健康的な生活
のための環境整備として公
益性がある。

同上 民生費 災害救
助費

救助費 災害医療対策
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

29 三重県看護師等
養成所運営費補
助金

未定
（看護師等養成所）

226,787
（未定）

看護師等養成所の運営に
必要な経費の一部を補助
する。

（目的・理由）
看護師等の確保及び教
育の充実強化を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
看護師等の確保及び資質
の向上に資する事業を支
援することにより、地域医
療体制の整備を図るもの
であり、社会的効用を発生
させるものとして公益性が
ある。

医療人材課 衛生費 医薬費 医療従
事者養
成費

看護職員養成
支援事業費

30 バディホスピタル
システム実施事
業補助金

日本赤十字社伊勢
赤十字病院
伊勢市船江一丁目
471番2

11,250
（未定）

医師の確保が困難な地域
への医師派遣を推進する
ため、医師派遣に係る経
費を補助する。

（目的・理由）
医師の確保が困難な地域
の医療を確保する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
医師派遣に要する経費を
補助することにより、医師
の確保が困難な地域の医
療の確保を図るものであ
り、県民の健康的な生活の
ための環境整備として公益
性がある。

同上 同上 同上 医務費 地域医療対策
費

31 周産期新生児科
指導医育成事業
補助金

国立大学法人三重
大学医学部附属病
院
津市江戸橋2丁目
174

12,000
（未定）

周産期新生児科医師の県
内定着を図るため、医学
生から指導医まで切れ目
のないキャリア形成や指導
医の育成に係る経費を補
助する。

（目的・理由）
周産期新生児科指導医
の育成及び確保を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
周産期新生児科指導医の
育成に要する経費を交付
することにより、県内の医
療機関における周産期新
生児科医師の充実を図る
ものであり、社会的効用を
発生させるものとして公益
性がある。

同上 同上 同上 同上 同上

32 軽費老人ホーム
運営費補助金

未定
（社会福祉法人、
医療法人）

1,071,853
（未定）

軽費老人ホーム（Ａ型・ケ
アハウス）の運営に必要な
経費に対して補助金を交
付する。

（目的・理由）
軽費老人ホームの安定的
な施設運営を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
自宅での生活が困難な低
所得高齢者が、低額で利
用できるような施設（軽費
老人ホーム）の安定的な運
営を支援するため、施設運
営費の一部を補助すること
は公益性がある。

長寿介護課 民生費 社会福
祉費

老人福
祉費

高齢者在宅生
活支援事業費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

33 三重県介護従事
者確保事業費補
助金（介護ロボッ
ト・ＩＣＴ導入支援
事業）

未定
（社会福祉法人等）

707,000
（未定）

介護サービス施設におけ
る介護ロボット・ＩＣＴ機器の
導入に必要な経費に対し
て補助金を交付する。

（目的・理由）
介護サービス施設におけ
る業務の効率化や職員の
負担軽減を図り、介護職
員の定着化を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
介護サービスが必要な高
齢者に不可欠である介護
サービス施設が、安定的な
運営に向け、職員の負担
軽減を図るために導入す
る介護ロボット・ＩＣＴ機器の
購入経費の一部を補助す
ることは公益性がある。

長寿介護課 民生費 社会福
祉費

社会福
祉総務
費

福祉人材確保
対策費

34 三重県地域医療
介護総合確保基
金事業補助金

未定
（市町、社会福祉
法人等）

1,095,954
（未定）

新たな介護サービス施設
の整備等に必要な経費に
対して補助金を交付する。

（目的・理由）
介護サービスを必要とす
る高齢者の利用ニーズに
対応する新たな介護サー
ビス施設を確保する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
介護サービスを必要とする
高齢者が、安定的に介護
サービス施設を利用できる
よう、不足する介護サービ
ス施設の整備費の一部を
補助することは公益性が
ある。

同上 同上 同上 老人福
祉費

介護基盤整備
関係事業費

35 社会福祉施設職
員等退職手当共
済事業給付費補
助金

独立行政法人福祉
医療機構
東京都港区虎ノ門
4-3-13

321,818
（R6.5）

県内社会福祉施設等の被
共済職員が退職したとき
に、機構が支給する退職
手当金の一部について補
助する。

（目的・理由）
独立行政法人福祉医療
機構が実施する社会福祉
施設職員等退職手当共
済事業に要する経費を補
助することにより、社会福
祉施設職員等の処遇向
上を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
社会福祉施設職員等退職
手当共済法第19条に基づ
き補助するものであるた
め、公益性が認められる。

同上 同上 同上 社会福
祉総務
費

福祉人材確保
対策費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

36 介護福祉士修学
資金等貸付事業
補助金

社会福祉法人三重
県社会福祉協議会
津市桜橋2丁目131

13,913
（R6.5）

三重県社会福祉協議会が
実施する介護福祉士修学
資金等貸付事業に対して
補助する。

（目的・理由）
介護福祉士修学資金等
貸付事業に要する経費を
補助することにより、介護
人材の育成及び確保並
びに定着を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
介護福祉士の資格取得を
目指す学生等へ修学資金
を貸与する事業等に対して
補助することにより、介護
人材の育成及び確保並び
に定着が図られ、社会的
効用を発生させるものとし
て公益性がある。

長寿介護課 民生費 社会福
祉費

社会福
祉総務
費

福祉人材確保
対策費

37 社会福祉研修セ
ンター事業費補
助金

同上 10,007
（R6.5）

三重県社会福祉協議会が
実施する社会福祉研修セ
ンター事業に対して補助す
る。

（目的・理由）
社会福祉施設職員の資
質向上を図り、社会福祉
事業全体の質を向上させ
る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
三重県社会福祉協議会が
研修事業を実施することに
より、社会福祉施設職員の
資質向上が図られ、社会
的効用を発生させるものと
して公益性がある。

同上 同上 同上 同上 福祉人材養成
事業費

38 予防接種事故救
済給付費負担金

松阪市
松阪市殿町1340番
地1

11,626
（未定）

予防接種による健康被害
者に対して医療費等の必
要な経費の一部を負担す
る。

（目的・理由）
定期予防接種による健康
被害者に医療費や障害
年金等を支給することに
より、予防接種健康被害
者を救済する。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
予防接種健康被害者への
救済を行うことは、予防接
種の安全・安心を確保する
こととなり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

感染症対策
課

衛生費 公衆衛
生費

予防費 予防接種費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

39 三重県感染症指
定医療機関運営
事業費補助金

日本赤十字社伊勢
赤十字病院
伊勢市船江一丁目
471番2

16,304
（未定）

1類、2類感染症患者等を
受け入れるための病床の
確保に要する経費に対し
て補助する。

（目的・理由）
1類、2類感染症患者等の
治療等を行うための医療
提供体制の整備を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
感染症指定医療機関の運
営を支援することにより、
感染症医療体制の整備・
充実を図るものであり、県
民の健康的な生活のため
の環境整備として公益性
がある。

感染症対策
課

衛生費 公衆衛
生費

予防費 防疫対策費

40 三重県健康増進
事業補助金

津市
津市西丸之内23番
1号

16,113
（未定）

市町が40歳以上の住民を
対象に実施する以下の保
健事業について必要な経
費の一部を補助する。
・健康教育
・健康相談
・健康診査
・訪問指導
・総合的な保健推進事業

（目的・理由）
県民の老後における健康
の保持増進を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
市町の保健事業を支援す
ることにより、県民の健康
増進を図るものであり、県
民の健康的な生活のため
の環境整備として公益性
がある。

健康推進課 同上 同上 公衆衛
生総務
費

高齢者健康診
査事業費

41 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目7
番29号

17,099
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

42 医療保険制度推
進交付金

公益社団法人三重
県医師会
津市桜橋2丁目191
番4

49,977
（R6.6）

医療保険制度や福祉医療
費助成制度に関し、医師
会が実施する周知活動、
医療の質を確保するため
の医師の研修、地域住民
を対象とした健康教育等
の経費に対して交付する。

（目的・理由）
医療保険制度の円滑な実
施を図るとともに、対象者
の健康の保持増進を図
る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
医療保険制度等の円滑な
運用を図るものであり、県
民の健康的な生活のため
の環境整備として公益性
がある。

国民健康保
険課

民生費 社会福
祉費

国民健
康保険
指導費

福祉医療対策
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

43 障がい者医療費
補助金

未定
（県内市町）

2,209,893
（R6.6）

市町が障がい者に対して
実施する医療費助成事業
を支援し、その費用の一部
を補助する。

（目的・理由）
障がい者が必要な医療を
受けられる環境を整え、
福祉の向上と健康の保持
増進を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
医療費を助成することによ
り、障がい者の経済的負
担の軽減を図るものであ
り、県民の健康的な生活の
ための環境整備として公益
性がある。

国民健康保
険課

民生費 社会福
祉費

障がい
者福祉
費

障がい児（者）
医療対策費

44 子ども医療費補
助金

未定
（県内市町）

2,345,574
（R6.6）

市町が子どもに対して実
施する医療費助成事業を
支援し、その費用の一部を
補助する。

（目的・理由）
次世代育成の重要性から
子育て家庭の経済的負担
を軽減し、子どもが医療を
受けられる環境を整える。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
医療費を助成することによ
り、子育て家庭の経済的負
担の軽減を図るものであ
り、県民の健康的な生活の
ための環境整備として公益
性がある。

同上 同上 児童福
祉費

児童福
祉総務
費

子ども医療対
策費

45 一人親家庭等医
療費補助金

未定
（県内市町）

409,211
（R6.6）

市町が一人親家庭等に対
して実施する医療費助成
事業を支援し、その費用の
一部を補助する。

（目的・理由）
一人親家庭等の医療を受
けられる環境を整え、福
祉の向上と健康の保持増
進を図る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

シビルミニマム
医療費を助成することによ
り、一人親家庭等の経済
的負担の軽減を図るもの
であり、県民の健康的な生
活のための環境整備として
公益性がある。

同上 同上 同上 母子福
祉費

母子医療対策
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

46 生活衛生営業指
導センター補助
金

公益財団法人三重
県生活衛生営業指
導センター
津市西古河町10-
16

24,424
（R6.11）

公益財団法人三重県生活
衛生営業指導センターが
行う、生活衛生関係営業
に関する施設の衛生維持
及び改善向上並びに経営
の健全化についての相談
及び指導等の事務にかか
る経費について補助する。

（目的・理由）
県内生活衛生関係営業
者の経営の健全化を促進
し、公衆衛生の確保を図
る。

（根拠）
医療保健部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
県内全域の生活衛生水準
の維持向上、公衆衛生の
確保を図るものであり、社
会的効用を発生させるもの
として、公益性がある。

食品安全課 衛生費 環境衛
生費

環境衛
生指導
費

生活衛生諸費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 生活困窮者就労

準備支援事業費
等補助金

社会福祉法人三重
県社会福祉協議会
津市桜橋2-131

223,421
（未定）

判断能力に不安のある認
知症高齢者や知的障がい
者等が安心して暮らしてい
けるよう、三重県社会福祉
協議会が行う福祉サービ
スの利用援助等を支援す
る。

（目的・理由）
認知症高齢者、知的障
がい者、精神障がい者
等のうち、判断能力が不
十分な者が自立した地
域生活を送れるよう福祉
サービスの利用援助等
を行い、その者の権利擁
護に資する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
判断能力に不安のある者
が自立して地域で生活で
きるよう福祉サービスの利
用援助等を行うことによ
り、その者の権利擁護を図
るものであり、公益性があ
る。

地域福祉課 民生費 社会福
祉費

社会福
祉総務
費

福祉サービス
利用支援事業
費

2 福祉活動指導員
設置費補助金

同上 42,000
(R7.1）

三重県社会福祉協議会の
福祉活動指導員の人件費
に対して助成する。

(目的・理由）
県における地域福祉の
推進に向けて、三重県社
会福祉協議会の活動の
強化を図り、民間社会福
祉活動の充実、発展を
推進する。
「社会福祉協議会活動の
強化について」(平成11
年4月8日付け厚生省社
会・援護局長通知)

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

外部（不）経済
三重県社会福祉協議会の
活動を強化することによ
り、民間社会福祉活動の
充実、発展を図るものであ
り、社会的効用を発生させ
るものとして公益性があ
る。

同上 同上 同上 同上 民間福祉団体
等協働事業費

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

3 三重県重層的支
援体制整備事業
交付金

四日市市
四日市市諏訪町1-
5

14,000
（未定）

地域共生社会の実現に向
けて、地域住民の複雑化・
複合化した支援ニーズに
対応する包括的な支援体
制を構築するため、「重層
的支援体制整備事業」に
取り組む市町に対し、交付
金を交付する。

（目的・理由）
市町に対し、重層的支援
体制整備事業の実施に
係る交付金を交付するこ
とにより、地域住民の複
雑化・複合化した支援
ニーズに対応する包括
的な支援体制の構築を
図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
「重層的支援体制整備事
業」は、地域住民が誰一人
取り残されることなく、住み
慣れた地域で自分らしく暮
らしていけるよう、包括的
な支援体制づくりを進める
取組であり、県民の福祉
の向上及び利益の増進に
資するものであり、公益性
がある。

地域福祉課 民生費 社会福
祉費

社会福
祉総務
費

地域福祉活動
推進事業費

4 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-29

10,500
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

5 同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

10,500
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

6 同上 桑名市
桑名市中央町2-37

10,500
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

7 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-
18

10,500
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

8 ひきこもり支援体
制整備の加速化
推進補助金

伊勢市
伊勢市岩渕1-7-29

12,375
（未定）

市町がひきこもり支援体制
の整備に新たに取り組む
経費の一部を補助する。

（目的・理由）
市町におけるひきこもり
支援体制の充実強化の
取組を加速させる。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
「ひきこもり支援」は、地域
住民が誰一人取り残され
ることなく、住み慣れた地
域で自分らしく暮らしていく
ための取組であり、県民の
福祉の向上及び利益の増
進に資するものであり、公
益性がある。

地域福祉課 民生費 社会福
祉費

社会福
祉総務
費

地域福祉活動
推進事業費

9 三重県交通施設
バリアフリー化設
備モデル整備補
助金

三岐鉄道株式会社
四日市市富田3丁
目22番83号

90,335
（未定）

鉄道事業者が行う施設の
バリアフリー化に要する経
費の一部を補助する。

（目的・理由）
公共交通機関を利用す
る際に、だれもが安全で
自由に移動できるよう、
鉄道事業者が行う施設
のバリアフリー化を支援
する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
だれもが安全で自由に移
動できるよう、駅の段差解
消、ICカードシステム導入
等のバリアフリー化を支援
することは、最低限度の生
活環境基準を確保するた
めに必要であり、公益性が
ある。

同上 同上 同上 同上 UD（ユニバー
サルデザイ
ン）のまちづく
り総合推進事
業費

10 同上 近畿日本鉄道株式
会社
大阪府大阪市天王
寺区上本町6-1-55

14,550
(未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

11 障害者施設整備
事業費補助金

未定 未定
（未定）

障がい児・者施設等の施
設及び設備の整備に要す
る経費を補助する。

（目的・理由）
社会福祉法人等が設置
する障がい児・者施設等
の施設及び設備の整備
に要する経費を助成する
ことにより、障害福祉
サービスの基盤の充実
等を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
障がいのある方が、必要
な福祉サービスを受けら
れる基盤を整備すること
は、生活環境を確保する
ために必要であり、公益性
がある。

障がい福祉
課

民生費 社会福
祉費

障がい
者福祉
費

地域生活移行
推進事業費

12 点字図書館運営
事業費補助金

社会福祉法人伊賀
市社会事業協会
伊賀市朝屋739-2

26,544
（R6.8）

社会福祉法人等が設置す
る点字図書館の運営に係
る経費を補助する。

（目的・理由）
点字・録音図書の貸出や
閲覧等を通じて視覚障
がい者が必要な情報を
入手できるよう支援す
る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
視覚障がい者や支援者等
が必要とする情報を入手
できる環境を整え、障がい
者の社会参加を促進する
ことは、生活環境を確保す
るために必要であり、公益
性がある。

同上 同上 同上 同上 障がい者社会
活動推進事業
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

13 障がい者スポー
ツ運営事業費補
助金

社会福祉法人三重
県厚生事業団
津市一身田大古曽
670-2

32,680
（R6.4）

社会福祉法人等が実施す
る障がい者スポーツの普
及・啓発及び障がい者ス
ポーツ選手等の育成支援
等に係る経費に対して補
助する。

（目的・理由）
全国障害者スポーツ大
会に向けて、障がい者の
スポーツへの参加意欲
の向上と機会の充実を
図り、障がい者の自立と
社会参加を推進できるよ
う支援する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
障がい者スポーツの推進
は、障がい者がスポーツを
きっかけとして自立と社会
参加を果たし、障がい者福
祉の向上に資するもので
あり、公益性がある。

障がい福祉
課

民生費 社会福
祉費

障がい
者福祉
費

障がい者社会
活動推進事業
費

14 三重県障がい者
共同受注窓口事
業費補助金

特定非営利活動法
人共同受注窓口み
え
津市桜橋2-131

12,079
（R6.4）

共同受注窓口事業の運営
に係る経費を補助する。

（目的）
複数の就労支援事業所
等が共同して受注、品質
管理等を行い、就労支援
事業所等の受注の機会
を確保することにより、障
がい者の工賃等の向上
を図り、障がい者の地域
における自立した生活が
実現するよう支援する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
就労支援事業所等の受注
機会を確保することは、障
がい者の就労の場を確保
するとともに、就労支援事
業所等が障がい者に支払
う工賃等の向上を促進し、
障がい者が住み慣れた地
域において自立して暮らす
ことに資するため、公益性
がある。

同上 同上 同上 同上 障がい者就労
支援事業費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

15 みえ子ども・子育
て応援総合補助
金

未定
（県内市町）

未定
（R6.4）

市町が地域の実情や社会
資源に合わせ、工夫を凝
らして実施する独自の子ど
も・子育て事業に対して補
助する。

（目的・理由）
子どもや子育て家庭を支
援するため、市町が地域
の実情や社会資源に合
わせて工夫を凝らして実
施する独自事業に対して
補助することにより、地
域の子ども・子育て支援
の充実を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
新たな子ども・子育て支援
の取組を実施する市町に
対して補助を行うことによ
り、地域の子ども・子育て
家庭への支援の充実を図
るものとして公益性があ
る。

少子化対策
課

民生費 社会福
祉費

社会福
祉総務
費

少子化対策推
進事業費

16 三重県出産・子
育て応援交付金

同上 未定
（未定）

市町が伴走型相談支援
（妊娠期から出産・子育て
まで一貫して身近で相談
に応じ、様々なニーズに即
した必要な支援につなぐ）
及び経済的支援（妊娠届
出や出産届出を行った妊
婦等に対する計10万円相
当の給付）を一体として実
施する事業に要する費用
に対し、国の要綱で定める
県の負担分を交付する。

（目的・理由）
妊娠期から出産・子育て
まで一貫して身近で相談
に応じ、様々なニーズに
即した必要な支援につな
ぐ伴走型相談支援の充
実を図るとともに、出産
育児関連用品の購入費
助成や子育て支援サー
ビスの利用負担軽減を
図る出産・子育て応援給
付を一体的に実施するこ
とで、すべての妊婦・子
育て家庭が安心して出
産・子育てができる環境
の整備を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
伴走型相談支援及び出
産・子育て応援給付金は、
すべての妊婦・子育て家
庭が精神的にも経済的に
も安心して出産・子育てが
できる環境の整備を目的
に実施するもので、県民の
福祉の向上及び利益の増
進に資するものであり、公
益性がある。

子どもの育
ち支援課

衛生費 公衆衛
生費

公衆衛
生総務
費

母子保健対策
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

17 保育体制強化事
業費補助金

未定
（県内市町）

未定
（未定）

保育に係る周辺業務に従
事する保育支援者を配置
し、保育士の負担軽減を
図る私立保育所等を支援
する事業を実施する市町
に対して補助を行う。

（目的・理由）
保育体制強化事業の実
施を支援することで、保
育士の負担軽減や職場
環境改善を図り、保育士
確保、待機児童解消に
つなげる。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
保育士の負担軽減、職場
環境改善を図る市町に対
して補助を行うことにより、
子どもたちにとって安全・
安心な保育環境の充実を
支援するものであり、県民
の健康的な生活のための
環境整備として公益性が
ある。

子どもの育
ち支援課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉総務
費

保育所事業費

18 保育補助者雇上
強化事業費補助
金

同上 同上 保育士資格を持たない保
育所等に勤務する保育補
助者を雇い上げることによ
り、保育士の負担軽減を
図る私立保育所等を支援
する事業を実施する市町
に対して補助を行う。

（目的・理由）
保育補助者雇上強化事
業の実施を支援すること
で、保育士の負担軽減
や離職防止を図り、保育
人材の確保を行う。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
保育士の負担軽減、離職
防止を図る市町に対して
補助を行うことにより、子ど
もたちにとって安全・安心
な保育環境の充実を支援
するものであり、県民の健
康的な生活のための環境
整備として公益性がある。

同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

19 医療的ケア児保
育支援事業費補
助金

未定
（県内市町）

未定
（未定）

医療的ケア児が保育所、
認定こども園等の利用を
希望する場合に、受け入
れが可能となるよう、看護
師の配置等により、保育
所等の体制を整備する市
町に対して補助を行う。

（目的・理由）
医療的ケア児が保育所
等の利用を希望する場
合に、受け入れが可能と
なるよう、保育所等の体
制を整備し、医療的ケア
児の地域生活支援の促
進を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
保育所等で医療的ケア児
の受け入れが可能となる
よう、保育所等の体制を整
備することで、医療的ケア
児の地域生活支援が促進
することから、県民の健康
的な生活のための環境整
備として公益性がある。

子どもの育
ち支援課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉総務
費

保育所事業費

20 家庭支援推進保
育事業費補助金

同上 同上 日常生活における基本的
な習慣や態度のかん養等
に配慮が必要な家庭や、
外国人子育て家庭につい
て、家庭環境に対する配
慮など保育を行う上で特に
配慮が必要とされる児童
を多数受け入れている保
育所に対して加配を行う。

（目的・理由）
日常生活における基本
的な習慣や態度のかん
養等に配慮が必要な子
どもを多数受け入れる保
育所に対し、保育士の加
配を行うことにより入所
児童の処遇の向上を図
る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
日常生活において配慮が
必要な子どもを多数受け
入れる保育所に対し、保育
士の加配を行うことによ
り、入所児童の処遇が向
上することから、県民の健
康的な生活のための環境
整備として公益性がある。

同上 同上 同上 同上 同上

子ども・福祉部　8



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

21 三重県保育士修
学資金貸付等事
業費補助金

社会福祉法人三重
県社会福祉協議会
津市桜橋2-131

未定
（未定）

指定保育士養成施設に就
学する学生の修学資金
や、新たに保育補助者を
雇い上げる保育所等への
貸付事業、潜在保育士が
保育所等に就職するため
の就職準備金の貸付事業
に対して補助する。

（目的・理由）
保育士の資格習得をめ
ざす学生の修学を支援
することにより、質の高
い保育士の養成・確保を
図る。
また、保育士の負担軽減
を図るため、保育補助者
を雇い上げる保育所等を
支援することにより、保
育人材の確保を図る。
さらに、潜在保育士の保
育所への再就職を支援
することにより、保育士
不足の解消を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
保育士を確保することによ
り、待機児童の解消を図る
ものであり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

子どもの育
ち支援課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉総務
費

保育所事業費

22 低年齢児保育充
実事業費補助金

未定
（県内市町）

同上 0・1歳児が10％以上又は0
～2歳児が25％以上入所
している私立保育所及び
私立幼保連携型認定こど
も園であって、保育士の配
置基準を超えて、保育士を
年度当初から配置する保
育所等に対して補助する。

（目的・理由）
入所待機となることが多
い低年齢児保育の需要
に対応し、子育て環境の
向上を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
保育士の配置基準を超え
て、保育士を年度当初から
配置する保育所等に対し
て補助することにより、入
所待機となることが多い低
年齢児の入所を支援する
ものであり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

同上 同上 同上 同上 特別保育事業
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

23 地域子ども・子育
て支援事業費補
助金

未定
（県内市町）

未定
（未定）

地域子ども・子育て支援事
業を実施する市町に対し
て補助を行うことにより、
子ども・子育て家庭を支援
し、子育て環境の充実を図
る。

（目的・理由）
市町子ども・子育て支援
事業計画に基づいて実
施される地域子ども・子
育て支援事業の実施を
支援する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
地域子ども・子育て支援事
業を実施する市町に対し
て補助を行うことにより、
子ども・子育て家庭を支援
するものであり、県民の健
康的な生活のための環境
整備として公益性がある。

子どもの育
ち支援課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉総務
費

特別保育事業
費

24 三重県放課後児
童クラブ整備費
補助金

同上 同上 市町や社会福祉法人等が
設置する放課後児童クラ
ブの施設整備に対して補
助を行う。

（目的・理由）
放課後児童クラブの設置
を促進する施設整備事
業を市町が実施するた
めに必要な経費につい
て補助金を交付する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
放課後児童クラブの設置
を促進し、子どもを安心し
て育てることができる体制
を整備するものであり、県
民の健康的な生活のため
の環境整備として公益性
がある。

同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

25 放課後子ども教
室推進事業費補
助金

未定
（県内市町）

未定
（未定）

学校・家庭・地域が連携協
力し、地域住民等の参画
により、地域の実情に応じ
て実施される放課後子ど
も教室を市町が支援する
事業に対して補助を行う。

（目的・理由）
放課後や週末等に子ど
もたちの安全・安心な活
動拠点を設け、地域の多
様な方々の参画を得て、
子どもたちと共にスポー
ツ・文化活動等の様々な
体験活動、地域住民との
交流活動や学習活動等
の取組を推進する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
放課後子ども教室推進事
業費補助金等を交付する
ことにより、子どもが健や
かに成長するよう支援する
ものであり、県民の健康的
な生活のための環境整備
として公益性がある。

子どもの育
ち支援課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉総務
費

放課後子ども
教室推進事業
費

26 三重県放課後児
童クラブ活動事
業費補助金

同上 同上 ひとり親家庭の経済的負
担を軽減するため、ひとり
親家庭の児童に係る放課
後児童クラブの利用料を
減免する放課後児童クラ
ブに対して補助を行う。

（目的・理由）
ひとり親家庭の児童の安
全・安心な居場所を確保
するとともに、ひとり親家
庭の経済的負担を軽減
する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
ひとり親家庭の児童の安
全・安心な居場所を確保す
るものであり、公益性があ
る。

同上 同上 同上 同上 特別保育事業
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

27 施設型給付費・
地域型保育給付
費補助金

未定
（県内市町）

未定
（未定）

特定教育・保育施設に係
る施設型給付費等の支給
に要する費用を補助する。

（目的・理由）
特定教育・保育施設等の
設備及び運営に関する
基準を維持する。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
施設型給付費等を支弁す
ることにより、子どもが健
やかに成長するよう支援
するものであり、県民の健
康的な生活のための環境
整備として公益性がある。

子どもの育
ち支援課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉総務
費

保育所事業費

28 私立幼稚園等振
興補助金

未定
（学校法人）

同上 私立幼稚園等の教育に係
る経常的経費に対して補
助を行う。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神
に基づいた特色ある教
育の向上への支援及び
保護者の経済的負担の
軽減を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

外部（不）経済
特色ある教育の向上を支
援するものであり、社会的
効用を発生させるものとし
て公益性がある。

同上 教育費 私立幼
稚園費

私立幼
稚園費

私立幼稚園振
興費

29 児童家庭支援セ
ンター運営事業
費補助金

社会福祉法人アパ
ティア福祉会
桑名市長島町西外
面字神明下1070

37,957
（未定）

児童家庭支援センターの
運営に要する経費を補助
する。

（目的・理由）
社会福祉法人等が設置
する児童家庭支援セン
ターの運営に要する経費
を補助することにより、地
域の児童、家庭の福祉
の向上を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
児童家庭支援センターの
運営を支援することによ
り、地域の児童、家庭の福
祉の向上を図るものであ
り、公益性がある。

子ども福
祉・虐待対
策課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉施設
費

児童虐待防止
総合対策事業
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

30 児童家庭支援セ
ンター運営事業
費補助金

社会福祉法人里山
学院
津市河芸町影重
1162

22,764
（未定）

児童家庭支援センターの
運営に要する経費を補助
する。

（目的・理由）
社会福祉法人等が設置
する児童家庭支援セン
ターの運営に要する経費
を補助することにより、地
域の児童、家庭の福祉
の向上を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
児童家庭支援センターの
運営を支援することによ
り、地域の児童、家庭の福
祉の向上を図るものであ
り、公益性がある。

子ども福
祉・虐待対
策課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉施設
費

児童虐待防止
総合対策事業
費

31 同上 社会福祉法人津市
社会福祉事業団
津市垂水1300-30

16,105
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

32 同上 社会福祉法人天理
奈良県天理市別所
町715-3

18,495
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

33 同上 社会福祉法人名張
厚生協会
名張市朝日町
1357-1

28,449
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

34 同上 社会福祉法人聖
マッテヤ会
津市産品字中之谷
732-1

17,045
（未定）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

35 児童家庭支援セ
ンター運営事業
費補助金

社会福祉法人みど
り自由学園
津市乙部33-5

24,597
（未定）

児童家庭支援センターの
運営に要する経費を補助
する。

（目的・理由）
社会福祉法人等が設置
する児童家庭支援セン
ターの運営に要する経費
を補助することにより、地
域の児童、家庭の福祉
の向上を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
児童家庭支援センターの
運営を支援することによ
り、地域の児童、家庭の福
祉の向上を図るものであ
り、公益性がある。

子ども福
祉・虐待対
策課

民生費 児童福
祉費

児童福
祉施設
費

児童虐待防止
総合対策事業
費

36 児童養護施設等
整備費補助金

未定 100,914
（未定）

児童養護施設等の施設及
び設備の整備に要する経
費を補助する。

（目的・理由）
社会福祉法人等が設置
する児童養護施設等の
施設及び設備の整備に
要する経費を補助するこ
とにより、施設入所児童
等の社会的自立の促進
等を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
社会的養護が必要な児童
を入所させる児童養護施
設等の児童福祉施設を整
備し、施設入所児童等の
処遇の向上及び社会的自
立の促進を図るものであ
り、公益性がある。

同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

 (単位：千円)

款 項 目 事業名

（部局名：子ども・福祉部）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

37 三重県学習支援
ボランティア事業
費補助金

未定
（県内市町）

未定
（未定）

ひとり親家庭や養育者家
庭、低所得の子育て世帯
等の児童に対して、ボラン
ティアによる学習支援、悩
みや進学の相談への対
応、授業料や模試料の補
助等を実施した市町に対
し、事業の実施に要する
経費の補助を行う。

ひとり親家庭や養育者家
庭、低所得の子育て世
帯等への学習支援ボラ
ンティア事業を実施する
ことにより、子どもの生活
の向上を図る。

（根拠）
子ども・福祉部関係補助
金等交付要綱

シビルミニマム
ひとり親家庭や養育者家
庭、低所得の子育て世帯
等への学習支援ボランティ
ア事業を実施することによ
り、子どもの生活の向上を
図るものであり、公益性が
ある。

子ども福
祉・虐待対
策課

民生費 児童福
祉費

母子福
祉費

ひとり親家庭
等対策費

子ども・福祉部　15



 



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 私立高等学校等

振興補助金
学校法人 暁学園
四日市市萱生町
238　他14法人

5,020,338
(R6.6）

私立高等学校等における
教育に係る経常的経費に
助成する。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神
に基づいた特色ある教
育の向上への支援及び
保護者の経済的負担の
軽減を図る。
（根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
公教育の一翼を担い、学
校教育で大きな役割を果
たしている私立学校への
支援は重要である。

私学課 教育費 私学振
興費

私学振
興費

私立学校振興
費

2 私学振興会退職
基金事業補助金

公益社団法人三重
県私学振興会
津市上浜町１丁目
293-4

142,285
(R7.3）

私立学校教職員への安定
した退職金の支給に係る
支援を行う。

（目的・理由）
私立学校教職員の退職
金事業への助成を行うこ
とにより、その処遇の安
定化を図る。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
公教育の一翼を担い、学
校教育で大きな役割を果
たしている私立学校の教
職員の処遇安定化への支
援は重要である。

同上 同上 同上 同上 同上

3 日本私立学校振
興・共済事業団
補助金

日本私立学校振
興・共済事業団
東京都文京区湯島
1丁目7-5

92,394
（R7.3)

私立学校教職員の長期共
済事業の安定した運営に
係る支援を行う。

（目的・理由）
私立学校教職員の長期
共済事業への助成を行
うことにより、その処遇の
安定化を図る。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 同上

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

4 私立特別支援学
校振興補助金

学校法人 特別支
援学校聖母の家学
園
四日市市波木町
330-5

242,166
(R6.6）

私立特別支援学校におけ
る教育に係る経常的経費
に助成する。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神
に基づいた特色ある教
育の向上への支援及び
保護者の経済的負担の
軽減を図る。
（根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
公教育の一翼を担い、学
校教育で大きな役割を果
たしている私立学校への
支援は重要である。

私学課 教育費 私学振
興費

私学振
興費

私立学校振興
費

5 私立専修学校振
興補助金

学校法人 みえ大
橋学園
四日市市浜田町
13-29　他14法人

67,629
(R6.6）

私立専修学校における教
育に係る経常的経費に助
成する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

6 斎宮跡普及・啓
発活動等支援補
助金

明和町
多気郡明和町馬之
上945

19,357
（R6.4）

斎宮跡体験学習施設の効
果的・効率的な普及・啓発
事業等を展開するための
経費を補助する。

（目的・理由）
斎宮歴史博物館と一体
となり斎宮跡の活用事
業、情報発信において重
要な役割を担っている斎
宮跡体験学習施設で実
施する斎宮跡の効果的、
効率的な普及・啓発事業
等の展開を図る。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

公共財
斎宮跡と斎宮歴史博物
館、斎宮跡体験学習施設
が有機的に結びつき、生
涯学習の拠点として活用さ
れることは、県民文化の向
上につながるものであり、
その一翼を担う公共施設
（斎宮跡体験学習施設）へ
の経費補助は公益性の高
いものである。

文化振興課 総務費 生活文
化費

斎宮歴
史博物
館費

斎宮歴史博物
館費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

7 隣保館整備費補
助金

松阪市
松阪市殿町1340-1

26,622
（R7.3)

市町が設置している隣保
館における、増改築及び
大規模修繕等に対して補
助を行う。

（目的・理由）
市町が実施する隣保館
整備に要する費用の一
部を補助することにより、
地域住民の福祉の向上
を図る。
（根拠）
地方改善施設整備費補
助金交付要綱
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
地域における人権意識向
上のための積極的な取組
に県が支援を行うことは重
要である。

人権課 総務費 生活文
化費

人権施
策推進
費

人権が尊重さ
れるまちづくり
の推進費

8 隣保館運営費等
補助金

桑名市
桑名市中央町2丁
目37

13,783
(R7.3）

市町が設置している隣保
館等における運営事業及
びデイサービス事業をはじ
めとする各種隣保事業に
対して補助を行う。

（目的・理由）
市町が実施する隣保館
等における運営事業及
びデイサービス事業をは
じめとする各種隣保事業
等に要する費用の一部
を補助することにより、地
域住民の福祉の向上及
び人権課題の解決を図
る。
（根拠）
地方改善事業費（隣保館
運営費等）補助金交付要
綱
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
地域における人権意識向
上のための積極的な取組
に県が支援を行うことは重
要である。

同上 同上 同上 同上 同上

9 同上 四日市市
四日市市諏訪町
1-5

14,893
(R7.3）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

10 隣保館運営費等
補助金

鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

20,341
(R7.3）

市町が設置している隣保
館等における運営事業及
びデイサービス事業をはじ
めとする各種隣保事業に
対して補助を行う。

（目的・理由）
市町が実施する隣保館
等における運営事業及
びデイサービス事業をは
じめとする各種隣保事業
等に要する費用の一部
を補助することにより、地
域住民の福祉の向上及
び人権課題の解決を図
る。
（根拠）
地方改善事業費（隣保館
運営費等）補助金交付要
綱
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
地域における人権意識向
上のための積極的な取組
に県が支援を行うことは重
要である。

人権課 総務費 生活文
化費

人権施
策推進
費

人権が尊重さ
れるまちづくり
の推進費

11 同上 津市
津市西丸之内23-1

71,815
(R7.3）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

12 同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

22,535
(R7.3）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

13 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目
7-29

14,804
(R7.3）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

14 同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

52,825
(R7.3）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

15 同上 名張市
名張市鴻之台1-1

14,940
(R7.3）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

16 三重県産業廃棄
物抑制等研究開
発事業費補助金

未定
（県内事業者）

40,000
（未定）

県内の産業廃棄物排出事
業者等による積極的な産
業廃棄物の発生抑制、循
環的な利用及び減量化に
係る研究開発及び産業廃
棄物を使った商品開発活
動に要する経費について
支援する。

（目的・理由）
県内の産業廃棄物排出
事業者等による積極的
な産業廃棄物の発生抑
制、循環的な利用及び
減量化に係る研究開発
並びに産業廃棄物を
使った商品開発活動を
支援することにより、持
続可能な循環型社会を
目指す。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
県内の産業廃棄物排出事
業者による積極的な発生
抑制、循環的な利用及び
減量化に係る取組は、持
続可能な循環型社会の形
成に寄与することに繋がる
ため、県による積極的な支
援が必要である。

資源循環推
進課

衛生費 環境保
全費

廃棄物
対策費

資源循環シス
テム構築事業
費

17 三重県産業廃棄
物抑制等設備機
器整備費補助金

未定
（県内事業者）

210,000
（未定）

県内の産業廃棄物排出事
業者等による積極的な産
業廃棄物の発生抑制、循
環的な利用及び減量化に
係る設備機器の設置に要
する経費を支援する。

（目的・理由）
県内の産業廃棄物排出
事業者等による積極的
な産業廃棄物の発生抑
制、循環的な利用及び
減量化に係る設備機器
の設置を支援することに
より、持続可能な循環型
社会を目指す。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
県内の産業廃棄物排出事
業者による積極的な発生
抑制、循環的な利用及び
減量化に係る取組は、持
続可能な循環型社会の形
成に寄与することに繋がる
ため、県による積極的な支
援が必要である。

同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

18 三重県太陽光発
電設備等設置費
（個人向け）補助
金

未定
（県内市町）

126,416
（R6.5）

県民が自ら所有し居住す
る住宅の屋根等に太陽光
発電設備等を設置する事
業に要する経費に対し補
助を行う。

（目的・理由）
再生可能エネルギーの
活用を促進し、脱炭素社
会の実現を図る。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
再生可能エネルギー導入
促進の取組は、持続可能
な脱炭素社会の形成に寄
与することに繋がるため、
国交付金を財源とした県に
よる支援が必要である。

地球温暖化
対策課

衛生費 環境保
全費

環境指
導費

脱炭素社会推
進事業費

19 三重県県有施設
太陽光発電設備
等設置費（ＰＰＡ
方式）補助金

未定
（ＰＰＡ事業者）

29,500
（R6.9）

県有施設の屋根等にＰＰＡ
方式による太陽光発電設
備等を設置する事業に要
する経費に対し補助を行
う。

（目的・理由）
再生可能エネルギーの
活用を促進し、脱炭素社
会の実現を図る。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
再生可能エネルギー導入
促進の取組は、持続可能
な脱炭素社会の形成に寄
与することに繋がるため、
国交付金を財源とした県に
よる支援が必要である。

同上 同上 同上 同上 同上

20 生活基盤施設耐
震化等補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目
1-1

66,000
(R6.6)

市町等が行う水道施設の
耐震化等の取組を支援す
るため、これらの施設整備
に要する経費に対し、国交
付金を財源とした補助を行
う。

(目的・理由)
市町等が行う水道施設
の耐震化等の取組を支
援することにより、県民
生活の基盤を強化し、公
衆衛生の向上と生活環
境の改善に寄与する。
(根拠)
水道法
生活基盤施設耐震化等
交付金交付要綱
環境生活部関係補助金
等交付要綱

ナショナル（シビル）ミニマ
ム
水道は災害時においても
給水することが求められて
いる重要な社会インフラで
あることから、耐震化等の
取組を支援する必要があ
り、公共性がある。

大気・水環
境課

衛生費 環境保
全費

環境指
導費

水道指導監督
費

21 同上 津市
津市西丸之内23-1

160,125
(R6.6)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

環境生活部　6



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

22 生活基盤施設耐
震化等補助金

松阪市
松阪市殿町1340-1

49,000
(R6.6)

市町等が行う水道施設の
耐震化等の取組を支援す
るため、これらの施設整備
に要する経費に対し、国交
付金を財源とした補助を行
う。

(目的・理由)
市町等が行う水道施設
の耐震化等の取組を支
援することにより、県民
生活の基盤を強化し、公
衆衛生の向上と生活環
境の改善に寄与する。
(根拠)
水道法
生活基盤施設耐震化等
交付金交付要綱
環境生活部関係補助金
等交付要綱

ナショナル（シビル）ミニマ
ム
水道は災害時においても
給水することが求められて
いる重要な社会インフラで
あることから、耐震化等の
取組を支援する必要があ
り、公共性がある。

大気・水環
境課

衛生費 環境保
全費

環境指
導費

水道指導監督
費

23 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

56,546
(R6.6)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

24 同上 菰野町
三重郡菰野町大字
潤田1250

16,666
(R6.6)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

25 同上 志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098-22

124,947
(R6.6)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

26 同上 多気町
多気郡多気町大字
相可1600

33,825
(R6.6)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

27 同上 大紀町
度会郡大紀町滝原
1610-1

30,225
(R6.6)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

28 海岸漂着物等対
策事業補助金

四日市港管理組合
四日市市霞2丁目
1-1

24,134
(R6.4)

市町等が自ら実施する海
岸漂着物等の回収・処理
及び発生抑制対策にかか
る経費に対して補助を行
う。

（目的・理由）
市町等が行う海岸漂着
物等の回収・処理及び発
生抑制対策の取組を支
援することにより、美しい
海岸の景観や自然環境
の保全に寄与する。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱
地域環境保全対策費補
助金（海岸漂着物等地域
対策推進事業）交付要綱

外部（不）経済
市町等が行う海岸漂着物
の回収・処理及び発生抑
制対策の取組を支援する
ことは、美しい海岸の景観
や自然環境の保全に寄与
する。

大気・水環
境課

衛生費 環境保
全費

環境指
導費

水環境保全対
策費

29 同上 鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目
1-1

19,716
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

30 浄化槽設置促進
事業補助金

四日市市
四日市市諏訪町
1-5

11,036
(R6.4)

単独浄化槽やくみ取りから
合併浄化槽への転換を行
う者に対し、市町がその設
置に要する経費を助成す
る場合、市町の交付額に
対し県補助（補助率1/4～
1/3・上限あり）を行う。ま
た、市町が配管等の転換
に要する経費を助成する
場合、市町の交付額に対
し県補助（1/3～1/2・上限
あり）を行う。

（目的・理由）
市町が浄化槽の計画的
な整備をすることにより、
し尿と雑排水の適正な処
理を図り、生活環境保全
及び生活衛生の向上に
寄与する。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
生活雑排水の汚濁の除去
に係る分のうち、個人の努
力により削減可能な分を
除いた社会的便益に相当
する分について公費負担
する。

同上 同上 同上 同上 生活排水対策
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

31 浄化槽設置促進
事業補助金

伊賀市
伊賀市四十九町
3184

15,757
(R6.4)

単独浄化槽やくみ取りから
合併浄化槽への転換を行
う者に対し、市町がその設
置に要する経費を助成す
る場合、市町の交付額に
対し県補助（補助率1/4～
1/3・上限あり）を行う。ま
た、市町が配管等の転換
に要する経費を助成する
場合、市町の交付額に対
し県補助（1/3～1/2・上限
あり）を行う。

（目的・理由）
市町が浄化槽の計画的
な整備をすることにより、
し尿と雑排水の適正な処
理を図り、生活環境保全
及び生活衛生の向上に
寄与する。
（根拠）
環境生活部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
生活雑排水の汚濁の除去
に係る分のうち、個人の努
力により削減可能な分を
除いた社会的便益に相当
する分について公費負担
する。

大気・水環
境課

衛生費 環境保
全費

環境指
導費

生活排水対策
費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 米・麦・大豆生産

総合対策事業費
補助金

松阪市
松阪市殿町
1340-1

220,000
(R6.3)

麦・大豆の増産をめざす産
地における収益力向上を
目的に生産拡大に向けた
施設整備、機械等の導入
を支援する。

（目的・理由）
産地が地域の営農戦略に
基づき関係機関と連携し
て実施する、地域の強み
を活かしたイノベーション
の実現に向けた取組を総
合的に支援し、産地の収
益力の強化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
農業用施設、機械等の導
入を推進することによっ
て、農業の振興、食料の安
定供給につながることか
ら、公益性を有する。

農産園芸課 農林水
産業費

農業費 農作物
対策費

農産物の生産
振興事業費

2 原木安定供給促
進事業費補助金

中勢森林組合
津市白山町
南家城915-1

62,000
（R6.3）

搬出間伐や路網整備に要
する経費を補助する。

（目的・理由）
地域材の競争力強化に向
けて、合板・製材工場等
へ原木を安定的に供給す
るために間伐や路網の整
備等を推進する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
合板・製材用などの原木の
供給力を強化することに
よって、建築用木材の安定
供給につながることから、
公益性を有する。

森林・林業
経営課

同上 林業費 林業振
興指導
費

原木安定供給
促進事業費

3 林業・木材産業構
造改革事業費補
助金

株式会社松岡種苗
園
伊賀市山出939

22,764
（R6.3）

花粉の少ない苗木の種子
を増産するための採種園
の造成に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
花粉の少ない苗木の生産
に用いる種子を増産する
ため、認定特定増殖事業
者による採種園の造成が
必要である。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
花粉の少ない苗木の生産
に必要な種子を増産するこ
とは、花粉発生源対策の
推進に資する苗木生産の
持続的な発展につながるこ
とから、公益性を有する。

同上 同上 同上 同上 林業・木材産
業構造改革事
業費

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

4 農業教育環境整
備事業費補助金

学校法人愛農学園
農業高等学校
三重県伊賀市
別府690

10,380
(R6.6)

農業高校等の農業教育機
関における農業機械、設
備等の導入や施設等の整
備、有機農業専攻・科目の
設置、有機JAS 認証取得
に向けた取組を支援する。

（目的・理由）
農業教育機関における教
育環境の充実を図り、将
来の農業の担い手を育成
する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
農業教育機関において将
来の農業の担い手を育成
することによって、地域農
業の持続的な発展につな
がることから、公益性を有
する。

担い手支援
課

農林水
産業費

農業費 農林漁
業担い
手対策
費

新規就農者総
合支援事業費

5 新規就農者育成
総合対策事業費
補助金(経営発展
支援事業)

未定
（県内市町のうち
事業を実施する市
町）

69,375
(R6.4)

認定新規就農者に対して
市町が交付する経営発展
支援事業の交付に要する
経費を補助する。

(目的・理由）
経営が安定しにくい新規
就農者に対して、経営発
展のために必要な機械・
施設の導入等を支援する
ことで、青年層の新規就
農者の定着・確保を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
青年の新規就農や定着を
進めることによって、地域
農業の持続的な発展につ
ながることから、公益性を
有する。

同上 同上 同上 同上 同上

6 新規就農者確保
緊急円滑化対策
事業費補助金(初
期投資促進事業)

同上 69,375
(R6.4)

認定新規就農者に対して
市町が交付する初期投資
促進事業の交付に要する
経費を補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

7 新規就農者確保
緊急円滑化対策
事業費補助金(就
農準備・経営開始
支援事業)

同上 44,525
(R6.4)

認定新規就農者に対して
市町が交付する経営開始
資金等の交付に要する経
費を補助する。

（目的・理由）
経営が安定しにくい新規
就農者に対して、経営開
始資金等を交付すること
で、青年層の新規就農者
の定着・確保を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

8 新規就農者育成
総合対策事業費
補助金(就農準備
資金・経営開始資
金)

未定
（県内市町のうち
事業を実施する市
町）

46,000
(R6.4)

認定新規就農者に対して
市町が交付する経営開始
資金等の交付に要する経
費を補助する。

（目的・理由）
経営が安定しにくい新規
就農者に対して、経営開
始資金等を交付すること
で、青年層の新規就農者
の定着・確保を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
青年の新規就農や定着を
進めることによって、地域
農業の持続的な発展につ
ながることから、公益性を
有する。

担い手支援
課

農林水
産業費

農業費 農林漁
業担い
手対策
費

新規就農者総
合支援事業費

9 新規就農者育成
総合対策事業費
補助金(サポート
体制構築事業)

未定
（県内市町、協議
会等、民間団体の
うち事業を実施す
る市町、協議会
等、民間団体）

28,300
(R6.4)

地域における就農相談体
制の整備、先輩農業者等
による新規就農者への技
術面等のサポート、就農希
望者を対象とした実践的な
研修農場の整備、社会人
向けの農業研修の実施に
要する経費を補助する。

(目的・理由）
新規就農者及び就農希望
者をサポートする体制を
構築することで、青年層の
新規就農者の定着・確保
を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 同上

10 経営体育成支援
事業費補助金

未定
（県内市町のうち事
業を実施する市
町）

57,000
(R6.4)

地域の中心経営体等が経
営規模の拡大や経営の多
角化等に取り組む際に必
要となる農業用機械の導
入等について支援する。

（目的・理由）
地域の中心経営体等に対
し、農業用機械の導入等
を支援することにより、地
域農業の担い手の確保・
育成を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
高性能な農業用機械の導
入等を推進することによっ
て、農業の振興、食料の安
定供給につながることか
ら、公益性を有する。

同上 同上 同上 農林漁
業経営
体育成
費

地域農政推進
対策事業費

11 集落営農活性化
プロジェクト促進
事業費補助金

同上 10,000
（R6.4）

集落営農組織等による組
織の活性化に向けたビジョ
ン策定やその実現に向け
た取組及び市町によるサ
ポートに要する経費を補助
する。

（目的・理由）
集落営農組織等の取組を
総合的に支援し、活性化
を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
地域の農業を支える集落
営農組織等の活性化に向
けた取組を支援することに
より、地域農業の持続的な
発展につながることから、
公益性を有する。

同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

12 担い手確保・経営
強化支援事業費
補助金

未定
（県内市町のうち事
業を実施する市
町）

120,000
(R6.4)

先進的な農業経営の確立
に意欲的な地域の担い手
が経営規模の拡大等経営
発展に取り組む際に必要
となる機械、施設の導入等
について支援する。

（目的・理由）
先進的な農業経営の確立
に意欲的な地域の担い手
に対し、農業用機械や施
設導入等を支援すること
により、持続可能な農業
構造の実現を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
高性能な農業用機械の導
入等を推進することによっ
て、農業の振興、食料の安
定供給につながることか
ら、公益性を有する。

担い手支援
課

農林水
産業費

農業費 農林漁
業経営
体育成
費

地域農政推進
対策事業費

13 農用地利用集積
特別対策事業費
補助金（機構集積
協力金交付事業）

同上 83,800
（R7.2)

農地中間管理機構にまと
めて農地の貸し付けを行っ
た地域や貸し付けに伴い
離農又は経営転換する者
等に対して、協力金を交付
する市町に対し補助する。

（目的・理由）
農地中間管理機構を活用
し、担い手への農地集積・
集約化を進め、生産コスト
の低減を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
担い手への農地の集積・
集約化を進めることによっ
て、農地の有効利用が図ら
れ、地域農業の発展につ
ながることから、公益性を
有する。

同上 同上 同上 同上 同上

14 農用地利用集積
特別対策事業費
補助金（地域計画
策定推進緊急対
策事業）

同上 11,000
（R6.4)

意欲ある農業者等への農
地集積を加速化し、農業の
競争力及び体質の強化を
図る取組を行う市町に対し
補助する。

（目的・理由）
地域計画の策定を通じて
担い手への農地集積・集
約化を進め、生産コストの
低減を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

15 農地中間管理機
構事業費補助金

公益財団法人
三重県農林水産
支援センター
松阪市嬉野
川北町530

115,909
(R6.4)

農地中間管理事業の実施
及び運営に必要な経費を
補助する。

（目的・理由）
農地中間管理事業の円
滑な実施を図ることで、担
い手への農地集積・集約
化を加速化させる。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
担い手への農地の集積・
集約化を進めることによっ
て、農地の有効利用が図ら
れ、地域農業の発展につ
ながることから、公益性を
有する。

担い手支援
課

農林水
産業費

農業費 農林漁
業経営
体育成
費

農林水産業版
プラットフォー
ム整備事業費

16 農業委員会ネット
ワーク機構負担
金

一般社団法人
三重県農業会議
津市栄町1丁目
891

18,093
（R6.4）

三重県農業委員会ネット
ワーク機構として業務を行
う農業会議の適正な組織
運営、農地法に基づく業務
遂行に要する経費を補助
する。

（目的・理由）
農地法等で定められた業
務を適切に実施すること
で、優良農地の確保な
ど、県全体の農業振興を
図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
法令に基づき設置されてい
る農業委員会ネットワーク
機構が適正に運営されるこ
とは、県全体における優良
農地の確保や農業の振
興、食料の安定供給に資
することから、公益性を有
する。

同上 同上 農地費 農地調
整費

農業委員会及
び農業委員会
ネットワーク機
構助成費

17 機構集積支援事
業費補助金

同上 20,196
（R6.4）

三重県農業委員会ネット
ワーク機構として業務を行
う農業会議が市町農業委
員会への指導・助言等に
要する経費を補助する。

（目的・理由）
市町農業委員会への指
導・助言等を通じて、優良
農地の確保など、県全体
の農業振興を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
法令に基づき設置されてい
る農業委員会ネットワーク
機構が業務を適正に行うこ
とは、県全体における優良
農地の確保や農業の振
興、食料の安定供給に資
することから、公益性を有
する。

同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

18 農地利用最適化
交付金

未定
（県内市町のうち事
業を実施する市
町）

71,725
（R6.4）

農業委員、農地利用最適
化推進委員の設置に要す
る経費、農業委員会が行う
農地所有者等に対する意
向調査等に要する経費を
補助する。

（目的・理由）
農業委員会法等に定めら
れた農業委員会の業務を
円滑に実施するとともに、
担い手への農地集積・集
約化、遊休農地の解消や
新規参入の促進等の取
組を推進することにより、
地域農業の振興を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
法令に基づき設置されてい
る農業委員会は、担い手
の農地集積・集約化、遊休
農地の発生防止・解消、新
規参入の促進等を行う必
要がある。この組織を適正
に運営することにより、農
地等の利用集積などが図
られ、農業の振興につなが
ることから、公益性を有す
る。

担い手支援
課

農林水
産業費

農地費 農地調
整費

農業委員会及
び農業委員会
ネットワーク機
構助成費

19 農業委員会交付
金

同上 83,564
（R6.4）

農業委員及び農地利用最
適化推進委員の手当や事
務局の職員設置費、農地
法等の利用関係の調査や
農地台帳の整備にかかる
資料整備費等に要する経
費を補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

20 農業経営近代化
資金利子補給金

未定
（県内融資機関の
うち事業を実施す
る融資機関）

84,446
(R6.8)
(R7.2)

農業者の経営改善に向け
た取組への支援を目的と
し、施設設備・運転資金等
に必要な資金の円滑な融
通を図るため、融資機関に
利子補給を行う。

（目的・理由）
農業者等に対する施設資
金等の融資を円滑にする
ため、利子補給を行うこと
により、農業者等の資本
整備の高度化を図り、農
業経営の近代化を促進す
る。
 （根拠）
三重県農業経営近代化
資金利子補給金交付規
則

市場の不完全性
農業用施設・機械等の整
備導入には多額の資金が
必要であり、低利の資金
融通を行うことで、農業の
振興、食料の安定供給に
つながることから、公益性
を有する。

農産物安
全・流通課

同上 農業費 農水金
融対策
費

農業経営近代
化資金融通事
業費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

21 農業経営近代化
資金保証料補助
金

三重県農業信用基
金協会
津市栄町1丁目
960

10,000
(R7.3）

農業経営近代化資金の債
務保証に係る保証料を全
期間免除するため、当該
免除する保証料に相当す
る額の補てんに要する経
費を補助する。

（目的・理由）
資材価格等の高騰により
影響を受けている農業者
の経営改善を支援すると
ともに、省エネ・省資源経
営への転換を促進する。
 （根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
農業用施設・機械等の整
備導入には多額の資金が
必要であり、低利の資金
融通を行うことで、農業の
振興、食料の安定供給に
つながることから、公益性
を有する。

農産物安
全・流通課

農林水
産業費

農業費 農水金
融対策
費

農業経営近代
化資金融通事
業費

22 農業共同利用施
設災害復旧事業
費補助金

未定
（県内農業協同組
合等）

10,000
（災害復旧
で必要な時

期）

農業協同組合等の共同利
用施設の災害復旧事業に
要する経費を補助する。

（目的・理由）
被災した農業共同利用
施設を復旧し、農業の維
持を図るとともに、その経
営安定に寄与する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
被災した農業共同利用施
設の復旧は、地域農業の
維持、振興につながること
から、公益性を有する。

同上 同上 同上 農林漁
業経営
体育成
費

地域農政推
進対策事業
費

23 環境保全型農業
直接支援対策交
付金

松阪市
松阪市殿町
1340-1

14,608
（R6.12）

化学肥料・化学合成農薬
を原則5割以上低減する取
組と合わせて行う地球温
暖化防止や生物多様性保
全等に効果の高い営農活
動に取り組む農業者団体
等の活動に要する掛かり
増し経費を支援する。

（目的・理由）
地球温暖化防止、生物多
様性保全等に積極的に貢
献していくため、より環境
保全に効果の高い営農活
動が地域でまとまりをもっ
て取り組まれるよう普及推
進を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
環境保全効果の高い営農
活動の導入には、生産費
の増加が伴うが、支援を行
うことで地域でまとまりを
もって取組が行われること
から、公益性を有する。

同上 同上 同上 農業経
営対策
費

農業環境価値
創出事業費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

24 経営所得安定対
策等推進事業費
補助金

津市
津市西丸之内
23-1

11,676
(R6.4)

経営所得安定対策の現場
段階における事業推進や
要件確認等を行う事務費
等に要する経費を助成す
る。

（目的・理由）
国が進める経営所得安定
対策制度の的確な推進を
図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
経営所得安定対策を推進
することによって、農業の
担い手の経営安定、地域
農業の持続的な発展につ
ながることから、公益性を
有する。

農産園芸課 農林水
産業費

農業費 農作物
対策費

農産物の生産
振興事業費

25 同上 松阪市
松阪市殿町
1340-1

16,878
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

26 同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

14,037
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

27 米・麦・大豆生産
総合対策事業費
補助金

未定
（県内市町のうち事
業を実施する市町
もしくは農業者等）

95,500
(R6.7)

麦・大豆の増産をめざす産
地に対し、ブロックローテー
ションや営農技術、農業機
械等の導入を支援する。

（目的・理由）
麦・大豆産地の増産に向
けた取組を支援し、産地と
実需が連携して行う麦・大
豆の国産化の推進を図
る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
麦・大豆産地に対して、営
農技術や農業機械等の導
入を推進することによっ
て、麦・大豆の国産化が進
み、農業の振興、食料の安
定供給につながることか
ら、公益性を有する。

同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

28 指定野菜価格安
定対策事業費補
助金

公益社団法人三重
県青果物価格安定
基金協会
津市栄町1丁目
960

15,428
(R6.4)

野菜の価格が著しく低落し
た場合に、生産者・県・国
が積み立てた資金を財源
として、生産者に対して補
給金を交付する事業に対
して、公益社団法人三重県
青果物価格安定基金協会
を通して積立を行う。

（目的・理由）
野菜の価格補填に必要な
基金を造成し、野菜農家
の経営及び野菜供給の安
定を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱
野菜生産出荷安定法

外部（不）経済
生産者の経営安定及び野
菜の安定供給を支援する
ことによって、農業の振興、
食料の安定供給につなが
ることから、公益性を有す
る。

農産園芸課 農林水
産業費

農業費 農作物
対策費

農産物の生産
振興事業費

29 産地生産基盤パ
ワーアップ事業費
補助金

全国農業協同組合
連合会三重県本部
津市栄町1丁目
960

875,000
(R6.6)

産地の機能強化を図るた
め、出荷貯蔵施設の機能
向上に要する経費を補助
する。

（目的・理由）
産地競争力強化を目的
に、産地における流通体
制の改善を支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
農業用施設、機械等の導
入を推進することによっ
て、農業の振興、食料の安
定供給につながることか
ら、公益性を有する。

同上 同上 同上 同上 同上

30 同上 未定
（県内市町のうち事
業を実施する市町
もしくは農業者等）

15,000
(R6.6)

収益力向上を目的に地域
の営農戦略として定めた
「産地パワーアップ計画」
に基づき、施設整備、機械
のリース、生産資材の導入
等を支援する。

（目的・理由）
産地が地域の営農戦略に
基づき関係機関と連携し
て実施する、地域の強み
を活かしたイノベーション
の実現に向けた取組を総
合的に支援し、産地の収
益力の強化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

31 園芸特産物生産
振興対策事業費
補助金

未定
（県内市町のうち事
業を実施する市町
もしくは農業者等）

30,000
(R6.4)

農産物の高品質・高付加
価値化、低コスト化及び食
品流通の合理化等、地域
における生産から流通・消
費までの対策を総合的に
推進する。

（目的・理由）
産地競争力強化を目的
に、産地における生産の
高品質化、多収化、省力
化及び流通体制の改善を
支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
農業用施設、機械等の導
入を推進することによっ
て、農業の振興、食料の安
定供給につながることか
ら、公益性を有する。

農産園芸課 農林水
産業費

農業費 農作物
対策費

農産物の生産
振興事業費

32 畜産施設等整備
事業費補助金

未定
（市町、畜産クラス
ター協議会又は農
業者の組織する団
体等）

630,000
（R6.4）

家畜飼養管理施設、家畜
排せつ物処理施設等の整
備について補助する。

（目的・理由）
生産基盤の維持及び拡大
のため、高収益型畜産へ
の転換、生産性の向上及
び畜産環境問題への対策
を進めることにより、畜産
及び酪農の収益性の向上
を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
畜産経営体を中心として地
域の関係者が連携すること
により、地域全体の収益力
向上や雇用の創出につな
がることから、公益性を有
する。

畜産課 同上 畜産業
費

畜産振
興費

高収益型畜産
連携体育成事
業費

33 県産食肉安定供
給施設支援事業
費補助金

株式会社三重県松
阪食肉公社
松阪市大津町
上金剛993-1

48,250
（R6.4）

食肉センターの安定した運
営を確保するため、施設維
持管理等対策費を補助す
る。

（目的・理由）
県南部地域の基幹食肉
処理施設である株式会社
三重県松阪食肉公社の
安定した経営の維持を通
して、安心・安全な食肉の
円滑な供給を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
食肉処理施設の経営安定
は、県畜産業の振興と安
全・安心な食肉の安定供
給に資することから、公益
性を有する。

同上 同上 同上 同上 食肉センター
流通対策事業
費

農林水産部　10



　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

34 市場機能強化対
策事業費補助金

四日市市
四日市市諏訪町
1-5

38,951
（R6.4）

食肉卸売市場の機能強化
を図るため、取扱頭数の維
持増加等経営安定化対策
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
県下唯一の食肉卸売市
場である四日市市食肉地
方卸売市場の活性化を支
援することにより、安心・
安全な食肉の円滑な供給
を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
広域を担う食肉卸売市場
の経営安定は、県畜産業
の振興と安全・安心な食肉
の安定供給に資することか
ら、公益性を有する。

畜産課 農林水
産業費

畜産業
費

畜産振
興費

食肉センター
流通対策事業
費

35 家畜伝染病緊急
防疫体制整備事
業費補助金

一般社団法人三重
県畜産協会
津市桜橋1丁目
649

105,012
(R6.5)

畜産農場の野生動物侵入
防止対策等の強化や野生
いのししの調査捕獲体制
の強化に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
豚熱等家畜伝染病の発
生予防及びまん延防止の
ため、畜産農場における
野生動物侵入防止対策
等の強化や野生いのしし
の調査捕獲体制の強化を
図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
家畜伝染病が発生すると
家畜の殺処分や出荷の制
限がかかる。家畜伝染病
の発生を予防することは畜
産業の発展や畜産物の安
定供給につながるため、公
共性を有する。

家畜防疫対
策課

同上 同上 家畜保
健衛生
費

家畜衛生危機
管理体制維持
事業費

36 農村地域排水対
策事業費補助金
（基幹水利施設緊
急調査・計画事
業）

伊勢市
伊勢市岩渕1丁目
7-29

24,000
（R6.4)

基幹土地改良施設の整備
にかかる全体施設計画、
事業費及び経済効果の算
定に要する経費を補助す
る。

（目的・理由）
激甚化する自然災害にお
いても基幹土地改良施設
の機能を確保するため、
対策を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
民間だけでは採算性やリ
スクの観点から負担しきれ
ない多額の費用を要する
農業用施設の改修等を進
めることによって、農業の
振興、地域の安全性向上
につながることから、公益
性を有する。

農業基盤整
備課

同上 農地費 農地防
災事業
費

農村地域排水
対策事業費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

37 団体営ため池等
整備事業費補助
金

四日市市
四日市市諏訪町
1-5

15,000
（R6.4）

土地改良施設の整備にか
かる調査・測量・設計に要
する経費を補助する。

（目的・理由）
老朽化対策や耐震化対
策が必要な土地改良施設
について、適切な対策を
実施し、施設の健全化を
図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
民間だけでは採算性やリ
スクの観点から負担しきれ
ない多額の費用を要する
農業用施設の改修等を進
めることによって、農業の
振興、地域の安全性向上
につながることから、公益
性を有する。

農業基盤整
備課

農林水
産業費

農地費 農地防
災事業
費

団体営ため池
等整備事業費

38 同上 松阪市
松阪市殿町
1340-1

20,500
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

39 同上 大台町
多気郡大台町
佐原750

13,000
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

40 同上 菰野町
三重郡菰野町
大字潤田1250

12,800
（R6.4）

土地改良施設の整備及び
調査・測量・設計に要する
経費を補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

41 同上 津市
津市西丸之内
23-1

44,790
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

42 同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

108,380
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

43 同上 名張市
名張市鴻之台1-1

28,000
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

44 同上 大紀町
度会郡大紀町
滝原1610-1

56,582
（R6.4）

土地改良施設の整備に要
する経費を補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

45 団体営ため池等
整備事業費補助
金

三重県土地改良事
業団体連合会
津市広明町330

10,000
（R6.4）

土地改良施設の監視・管
理体制の強化に要する経
費を補助する。

（目的・理由）
農業用ため池の適正な管
理及び保全を目的に、現
地パトロールや管理者へ
の助言等の支援を実施
し、管理体制の強化を図
る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
民間だけでは採算性やリ
スクの観点から負担しきれ
ない多額の費用を要する
農業用施設の維持管理等
を適切に進めることによっ
て、農業の振興、地域の安
全性向上につながることか
ら、公益性を有する。

農業基盤整
備課

農林水
産業費

農地費 農地防
災事業
費

団体営ため池
等整備事業費

46 三重用水施設管
理費負担金

独立行政法人水資
源機構
埼玉県さいたま市
中央区新都心
11-2

126,136
（R6.6）

農水・上水・工水の多面的
大規模利水事業として整
備され、独立行政法人水
資源機構が管理する三重
用水における農業用水の
管理に要する経費を負担
する。

（目的・理由）
適切な施設管理により、
農業用水を安定的に供給
し、農業生産基盤の安定
を図る。
（根拠）
独立行政法人水資源機
構法

市場の不完全性
民間だけでは採算性やリ
スクの観点から負担しきれ
ない多額の費用を要する
用水供給施設の維持管理
等を適切に進めることに
よって、農業の振興、食料
の安定供給につながること
から、公益性を有する。

同上 同上 同上 国営等
推進費

国営等関連対
策事業費

47 木曽川用水施設
管理費負担金

同上 40,735
（R6.6）

農水・上水・工水の多面的
大規模利水事業として整
備され、独立行政法人水
資源機構が管理する木曽
川用水における農業用水
の管理に要する経費を負
担する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

48 土地改良施設整
備補修事業費補
助金

三重県土地改良事
業団体連合会
津市広明町330

88,800
（R6.6）

土地改良施設の整備補修
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
排水機場等における施設
の機能の保持と長寿命化
等の整備を行うことで、持
続的な農業生産を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
排水機場などの機能の維
持管理を進めることによっ
て、食料の安定供給など農
業が有する機能が発揮さ
れるほか、防災対策にもつ
ながることから、公益性を
有する。

農業基盤整
備課

農林水
産業費

農地費 土地改
良費

県単土地基盤
整備事業費

49 基幹農業水利施
設ストックマネジ
メント事業費補助
金（水利施設管
理強化事業）

宮川用水土地改良
区
伊勢市河崎1丁目
11-8

13,000
(R6.4)

国営造成施設等の管理に
ついて、農業水利施設の
有する多面的機能の適正
な発揮を図るために要す
る経費を補助する。

（目的・理由）
適切な施設管理により、
農業用水を安定的に供
給し、農業生産基盤の安
定を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
多面的機能を有する水路
等の農業水利施設の保全
管理を進めることによっ
て、農村環境の保全が図
られることから、公益性を
有する。

同上 同上 同上 同上 基幹農業水
利施設ストッ
クマネジメント
事業費

50 同上 青蓮寺用水土地改
良区
伊賀市古山界外
691-2

23,000
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

51 団体営かんがい
排水事業費補助
金

伊勢市
伊勢市岩渕1丁目
7-29

24,439
(R6.4)

老朽化が進んでいる農業
水利施設の長寿命化に要
する経費を補助する。

（目的・理由）
老朽化が進んでいる農
業水利施設について、長
寿命化を図る観点から、
適切な対策を実施し、施
設の機能保全を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
民間だけでは採算性やリ
スクの観点から負担しきれ
ない多額の費用を要する
用水供給施設の維持管理
等を適切に進めることに
よって、農業の振興、食料
の安定供給につながるこ
とから、公益性を有する。

同上 同上 同上 同上 団体営かんが
い排水事業費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

52 団体営かんがい
排水事業費補助
金

員弁川用水第二土
地改良区
員弁郡東員町
中上3268

19,840
(R6.4)

老朽化が進んでいる農業
水利施設の長寿命化に要
する経費を補助する。

（目的・理由）
老朽化が進んでいる農
業水利施設について、長
寿命化を図る観点から、
適切な対策を実施し、施
設の機能保全を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
民間だけでは採算性やリ
スクの観点から負担しきれ
ない多額の費用を要する
用水供給施設の維持管理
等を適切に進めることに
よって、農業の振興、食料
の安定供給につながること
から、公益性を有する。

農業基盤整
備課

農林水
産業費

農地費 土地改
良費

団体営かんが
い排水事業費

53 同上 宮川用水土地改良
区
伊勢市河崎1丁目
11-8

14,490
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

54 同上 津市
津市西丸之内
23-1

21,847
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

55 同上 員弁川用水第三土
地改良区
桑名市大字桑部
709

12,160
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

56 同上 いなべ市
いなべ市北勢町
阿下喜31

33,280
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

57 同上 玉城町
度会郡玉城町
田丸114-2

21,183
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

58 高度水利機能確
保基盤整備事業
費補助金（農地耕
作条件改善事業）

株式会社林営農セ
ンター
津市殿村727

10,500
(R6.4)

農業用施設等の整備に要
する経費を補助する。

（目的・理由）
農業の競争力を強化する
ため、農業水利施設等の
基盤整備を行い、農地中
間管理機構による担い手
への農地集積を図るとと
もに、高収益作物への転
換を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
民間だけでは採算性やリ
スクの観点から負担しきれ
ない多額の費用を要する
農業用施設の整備等を進
めることによって、農業の
振興、食料の安定供給に
つながることから、公益性
を有する。

農業基盤整
備課

農林水
産業費

農地費 土地改
良費

高度水利機能
確保基盤整備
事業費

59 同上 四日市市
四日市市諏訪町
1-5

10,880
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

60 同上 玉城町
度会郡玉城町
田丸114-2

14,214
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

61 同上 株式会社浅井農園
津市高野尾町
4951

67,769
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

62 高度水利機能確
保基盤整備事業
費補助金

松阪市
松阪市殿町
1340-1

18,975
(R6.4)

農地整備事業にかかる実
施計画策定に要する経費
を補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

63 同上 出江土地改良区
多気郡多気町
下出江1432

33,203
(R6.4)

担い手の育成及び質の高
い農地の利用集積の促進
に要する経費を補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

64 農地農業用施設
災害復旧事業費
等補助金

未定
（県内市町等）

1,271,037
（災害復旧
で必要な時

期）

異常な天然現象により被
害を受けた農地、農業用
施設、農村生活環境施設
の復旧に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
「農林水産業施設災害復
旧事業費国庫補助の暫
定措置に関する法律（暫
定法）」に基づき、農地等
の災害を復旧し、農業の
維持を図り、あわせて、そ
の経営の安定に寄与す
る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
災害を受けた農地・農業用
施設の復旧を迅速に進め
ることによって、農地等が
有する食料の安定供給や
水源かん養などの多面的
機能の維持増進が図られ
ることから、公益性を有す
る。

農業基盤整
備課

災害復
旧費

農林水
産施設
災害復
旧費

耕地災
害復旧
費

団体営災害耕
地復旧事業費

65 団体営農村振興
総合整備事業費
補助金

御浜町
南牟婁郡御浜町
大字阿田和
6120-1

32,000
(R6.5)

農業生産基盤と農村生活
環境を総合的に整備する
事業に要する経費を補助
する。（令和6年度実施地
区：御浜南部3期地区）

（目的・理由）
農業生産性の向上を図る
ため、地域の多様なニー
ズに応じた農業生産基盤
の整備とその機能の発揮
に不可欠な農村生活環境
の整備を総合的に実施す
る市町を支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
農業生産基盤と農村生活
環境の整備等を進めること
により、農業・農村が有す
る食料の安定供給や水源
かん養、景観の保全など
の多面的機能の維持増進
が図られることから、公益
性を有する。

農山漁村づ
くり課

農林水
産業費

農地費 農村振
興費

団体営農村振
興総合整備事
業費

66 団体営農業集落
排水整備促進事
業費補助金

亀山市
亀山市本丸町
577

38,000
(R6.5)

農業集落において、し尿、
生活雑排水を処理する施
設の整備に要する経費を
補助する。（令和6年度実
施地区：亀山市第1期地
区、亀山市第2期地区）

（目的・理由）
農業用用排水の水質保
全、農業用用排水施設の
機能維持又は農村生活
環境の改善を図り、併せ
て公共用水域の水質保全
に寄与する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
公共用水域の水質保全を
図る事業であり、民間で取
り組む可能性が無いため、
公益性を有する。

同上 同上 同上 同上 団体営農業集
落排水整備促
進事業費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

67 団体営農業集落
排水整備促進事
業費補助金

桑名市
桑名市中央町
2丁目37

12,500
(R6.5)

農業集落において、し尿、
生活雑排水を処理する施
設の整備に要する経費を
補助する。（令和6年度実
施地区：美鹿・古野2期地
区）

（目的・理由）
農業用用排水の水質保
全、農業用用排水施設の
機能維持又は農村生活
環境の改善を図り、併せ
て公共用水域の水質保全
に寄与する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
公共用水域の水質保全を
図る事業であり、民間で取
り組む可能性が無いため、
公益性を有する。

農山漁村づ
くり課

農林水
産業費

農地費 農村振
興費

団体営農業集
落排水整備促
進事業費

68 同上 名張市
名張市鴻之台
1-1

62,500
(R6.5)

同上
（令和6年度実施地区：名
張市第2期地区）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

69 同上 木曽岬町
桑名郡木曽岬町
大字西対海地251

25,600
(R6.5)

同上
（令和6年度実施地区：木
曽岬地区）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

70 中山間地域等直
接支払事業交付
金

いなべ市
いなべ市北勢町
阿下喜31

21,509
(R6.5）

中山間地域等における耕
作放棄の未然防止を図る
ため、条件不利農地の耕
作者に対して、生産条件格
差相当額を交付する。

(目的・理由）
中山間地域等において農
業生産の維持を図りつつ
多面的機能を確保するた
めに耕作放棄の主要因で
ある生産条件の格差を補
正する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
生産条件が平地に比べ不
利である中山間地域等の
農地の適正管理を促進す
ることによって、農地の多
面的機能の維持増進につ
ながることから、公益性を
有する。

同上 同上 同上 中山間
振興費

中山間地域等
直接支払事業
費

71 同上 菰野町
三重郡菰野町
大字潤田1250

12,590
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

72 同上 津市
津市西丸之内
23-1

27,628
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

73 中山間地域等直
接支払事業交付
金

松阪市
松阪市殿町
1340-1

12,126
(R6.5）

中山間地域等における耕
作放棄の未然防止を図る
ため、条件不利農地の耕
作者に対して、生産条件格
差相当額を交付する。

(目的・理由）
中山間地域等において農
業生産の維持を図りつつ
多面的機能を確保するた
めに耕作放棄の主要因で
ある生産条件の格差を補
正する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
生産条件が平地に比べ不
利である中山間地域等の
農地の適正管理を促進す
ることによって、農地の多
面的機能の維持増進につ
ながることから、公益性を
有する。

農山漁村づ
くり課

農林水
産業費

農地費 中山間
振興費

中山間地域等
直接支払事業
費

74 同上 大台町
多気郡大台町
佐原750

12,776
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

75 同上 大紀町
度会郡大紀町
滝原1610-1

10,319
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

76 同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

93,971
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

77 同上 勢和農村RMO協議
会
多気郡多気町
丹生1620-3

12,000
(R6.5）

地域協議会が地域コミュニ
ティの維持に資する活動を
行うための調査、計画策
定、実証に要する経費を交
付する。

(目的・理由）
中山間地域等において、
複数の集落の機能を補完
する農村RMOの形成を推
進するため、地域協議会
による農用地保全、地域
資源活用、生活支援に係
る取組を支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
農村RMOの形成により地
域で支え合うむらづくりを
推進することによって、農
業・農村が有する食料の安
定供給や水源かん養、景
観の保全などの多面的機
能の維持増進が図られる
ことから、公益性を有する。

同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

78 多面的機能支払
交付金

三重県農地・水・環
境保全向上対策協
議会
津市広明町330

27,113
(R6.5）

国事業である多面的機能
支払の実施要綱・実施要
領に基づき、農地・農業用
施設等の資源の保全管理
活動と生物多様性保全、
景観形成などの農村環境
の保全のための活動を推
進する。

（目的・理由）
農業の有する多面的機能
の発揮の促進に関する法
律に基づき、農業・農村の
多面的機能の発揮のため
の地域活動や営農の継
続等に対して支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
三重県農地・水・環境保全
向上対策協議会は、構成
する市町及び多面的機能
を守る多様な主体を支援
する機関であり、その支援
体制の強化を進めることに
よって、農地・農業用施設
等の資源の保全管理活動
と生物多様性保全、景観
形成などの農村環境の保
全につながることから、公
益性を有する。

農山漁村づ
くり課

農林水
産業費

農地費 農村振
興費

日本型直接支
払事業費

79 同上 桑名市
桑名市中央町
2丁目37

45,654
(R6.5）

国事業である多面的機能
支払の実施要綱・実施要
領に基づき、農地・農業用
施設等の資源の保全管理
活動と生物多様性保全、
景観形成などの農村環境
の保全のための活動を支
援する。

同上 公共財
多面的機能を有する農地
や水路などの農業用施設
の保全管理を進めることに
よって、農村環境の保全が
図られることから、公益性
を有する。

同上 同上 同上 同上 同上

80 同上 いなべ市
いなべ市北勢町
阿下喜31

54,350
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

81 同上 木曽岬町
桑名郡木曽岬町
大字西対海地251

15,112
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

82 同上 東員町
員弁郡東員町
大字山田1600

27,127
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

83 同上 四日市市
四日市市諏訪町
1-5

36,843
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

84 多面的機能支払
交付金

鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

63,638
(R6.5）

国事業である多面的機能
支払の実施要綱・実施要
領に基づき、農地・農業用
施設等の資源の保全管理
活動と生物多様性保全、
景観形成などの農村環境
の保全のための活動を支
援する。

（目的・理由）
農業の有する多面的機能
の発揮の促進に関する法
律に基づき、農業・農村の
多面的機能の発揮のため
の地域活動や営農の継
続等に対して支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
多面的機能を有する農地
や水路などの農業用施設
の保全管理を進めることに
よって、農村環境の保全が
図られることから、公益性
を有する。

農山漁村づ
くり課

農林水
産業費

農地費 農村振
興費

日本型直接支
払事業費

85 同上 亀山市
亀山市本丸町577

10,967
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

86 同上 菰野町
三重郡菰野町
大字潤田1250

70,562
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

87 同上 津市
津市西丸之内
23-1

139,159
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

88 同上 松阪市
松阪市殿町
1340-1

144,101
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

89 同上 多気町
多気郡多気町
相可1600

41,713
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

90 同上 明和町
多気郡明和町
大字馬之上945

35,845
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

91 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目
7-29

84,217
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

92 多面的機能支払
交付金

玉城町
度会郡玉城町
田丸114-2

45,149
(R6.5）

国事業である多面的機能
支払の実施要綱・実施要
領に基づき、農地・農業用
施設等の資源の保全管理
活動と生物多様性保全、
景観形成などの農村環境
の保全のための活動を支
援する。

（目的・理由）
農業の有する多面的機能
の発揮の促進に関する法
律に基づき、農業・農村の
多面的機能の発揮のため
の地域活動や営農の継
続等に対して支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
多面的機能を有する農地
や水路などの農業用施設
の保全管理を進めることに
よって、農村環境の保全が
図られることから、公益性
を有する。

農山漁村づ
くり課

農林水
産業費

農地費 農村振
興費

日本型直接支
払事業費

93 同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

149,325
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

94 同上 名張市
名張市鴻之台1-1

24,623
(R6.5）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

95 最適土地利用総
合事業交付金

御浜土地改良区
(御浜町神木・砂方
Ⅱ・阿田和地区)
南牟婁郡御浜町
大字下市木
919-10

10,000
(R6.5)

国事業である農山漁村振
興交付金（最適土地利用
総合対策）の交付等要綱・
実施要領に基づき、中山
間地域等における農地保
全のための実証的取組、
土地利用構想の策定、基
盤整備等に係る経費を交
付する。

（目的・理由）
中山間地域等での地域ぐ
るみの農地保全の取組を
支援することで、農地の効
率的かつ総合的な利用を
促進する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
地域での将来的な農地の
利用計画が策定されること
により農地の効率的かつ
総合的な利用が促進され、
農地保全が図られることか
ら、公益性を有する。

農地調整課 同上 同上 農地調
整費

農地調整費

96 同上 未定
(土地改良区、地域
協議会、市町)

32,500
(R6.5)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

97 鳥獣被害防止総
合対策事業費補
助金

未定
（県内の各地域獣
害対策協議会等）

285,000
（R6.6）

獣害対策に取り組む県内
の地域獣害対策協議会等
に対し、侵入防止柵の設
置や既存柵の機能向上等
のハード対策、及び有害捕
獲、被害防除、生息環境管
理等のソフト対策への取組
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
野生鳥獣による農作物等
への被害の軽減に向け
て、鳥獣被害防止特措法
に基づき、市町が作成し
た被害防止計画による取
組を進めるため、国から
の鳥獣被害防止総合対
策交付金を活用し、総合
的に支援する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
中山間地域では、日常的
に野生鳥獣による農作物
被害を受けており、被害軽
減に向けた対策を講じるこ
とは地域での農業生産の
継続や集落の機能維持に
つながるため、公益性を有
する。

獣害対策課 農林水
産業費

農業費 農業経
営対策
費

獣害につよい
地域づくり推
進事業費

98 林業・木材産業構
造改革事業費
補助金

学校法人前島学園
伊勢市小俣町
元町214-3

90,000
(R6.6)

公共建築物の木造・木質
化に要する経費を補助す
る。

（目的・理由）
公共建築物の木造・木質
化を促進し、脱炭素社会
の実現、森林の多面的機
能の発揮及び地域経済の
活性化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
地域材の有効活用を促進
させ、森林の持つ公益的機
能の発揮を図るものである
ことから、公益性を有する。

森林・林業
経営課

同上 林業費 林業振
興指導
費

林業・木材産
業構造改革事
業費

99 同上 未定 143,165
（R6.6）

間伐及び森林作業道の整
備、高性能林業機械の整
備等に要する経費を補助
する。

（目的・理由）
林業の持続的な発展と、
林産物等の供給・利用の
確保を推進するため、競
争力のある木材産地等の
形成と地域材等の安定的
な供給を図ることを目的と
する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
林業の生産基盤の整備や
間伐材等の供給力の強化
等の取組は、県産材の有
効活用を促進させ、森林の
持つ公益的機能の発揮を
図るものであるため、公益
性を有する。

同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

100 造林事業費補助
金

未定 376,404
（R6.6）

植栽、下刈り、間伐等に要
する経費を補助する。

（目的・理由）
森林の整備及びこれに必
要な路網の整備等を支援
することにより、森林の有
する多面的機能の維持・
増進を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
森林整備を行うことによっ
て、水源かん養や土砂流
出防止等の森林の多面的
機能の高度発揮につなが
ることから、公益性を有す
る。

森林・林業
経営課

農林水
産業費

林業費 造林費 造林事業費

101 造林事業費補助
金（県単造林事業
費）

同上 30,016
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 県単造林事業
費

102 林道事業費補助
金

鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

11,404
(R6.5)

森林整備に不可欠な林道
の改良に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
森林の適正な維持管理に
よる公益的機能の高度発
揮と通行の安全確保等を
図るため、既設林道の改
良を実施する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
林道は、水源かん養や土
砂流出防止をはじめとする
森林の持つ公益的機能の
高度発揮を促進する森林
整備に不可欠な施設であ
るとともに、一般交通の用
にも供されるため、公共性
を有する。

治山林道課 同上 同上 林道費 林道事業費

103 同上 津市
津市西丸之内
23-1

45,592
(R6.5)

森林整備に不可欠な林道
の開設や保全整備に要す
る経費を補助する。

（目的・理由）
森林の適正な維持管理に
よる公益的機能の高度発
揮と通行の安全確保等を
図るため、林道の開設を
実施する。
また、林道橋の長寿命化
を図るため、保全整備を
実施する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

104 林道事業費補助
金

松阪市
松阪市殿町
1340-1

48,300
(R6.5)

森林整備に不可欠な林道
の開設や保全整備に要す
る経費を補助する。

（目的・理由）
森林の適正な維持管理に
よる公益的機能の高度発
揮と通行の安全確保等を
図るため、林道の開設を
実施する。
また、林道橋の長寿命化
を図るため、保全整備を
実施する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
林道は、水源かん養や土
砂流出防止をはじめとする
森林の持つ公益的機能の
高度発揮を促進する森林
整備に不可欠な施設であ
るとともに、一般交通の用
にも供されるため、公共性
を有する。

治山林道課 農林水
産業費

林業費 林道費 林道事業費

105 同上 尾鷲市
尾鷲市中央町
10-43

12,500
(R6.5)

森林整備に不可欠な林道
の保全整備に要する経費
を補助する。

（目的・理由）
森林の適正な維持管理に
よる公益的機能の高度発
揮と通行の安全確保等を
図るため、林道橋の保全
整備を実施する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 同上

106 同上 熊野市
熊野市井戸町796

87,500
(R6.5)

森林整備に不可欠な林道
の開設に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
森林の適正な維持管理に
よる公益的機能の高度発
揮と通行の安全確保等を
図るため、林道の開設を
実施する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

107 林業用施設災害
復旧事業費補助
金

未定
（県内市町等）

669,000
(災害復旧で
必要な時期)

林道施設等の災害復旧事
業に要する経費を補助す
る。

（目的・理由）
被災した林道施設等を復
旧し、林業経営の安定と
山村地域の生活環境の
維持に寄与する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
林道施設等は、水源かん
養や土砂流出防止をはじ
めとする森林の持つ公益
的機能の高度発揮を促進
する森林整備に不可欠な
施設であるとともに、一般
交通の用にも供されるた
め、公共性を有する。

治山林道課 災害復
旧費

農林水
産施設
災害復
旧費

林野災
害復旧
費

林道施設災害
復旧事業費

108 みえ森と緑の県
民税市町交付金
（基本枠）

津市
津市西丸之内
23-1

28,897
(R6.4)

地域の実情に応じて行う以
下の対策に要する経費を
補助する。
（1）土砂や流木による被害
を出さない森林づくり
（2）暮らしに身近な森林づ
くり
（3）森を育む人づくり
（4）森と人をつなぐ学びの
場づくり
（5）地域の身近な水や緑
の環境づくり

（目的・理由）
「災害に強い森林づくり」
及び「県民全体で森林を
支える社会づくり」を推進
する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
「災害に強い森林づくり」及
び「県民全体で森林を支え
る社会づくり」は、災害時の
被害軽減や森林の公益的
機能の発揮につながり、社
会全体が森林の公益的機
能の受益者となるものであ
り、公共性を有する。

みどり共生
推進課

農林水
産業費

林業費 緑化対
策費

みえ森と緑の
県民税市町交
付金事業費

109 同上 松阪市
松阪市殿町
1340-1

24,773
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

110 同上 四日市市
四日市市諏訪町
1-5

22,148
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

111 同上 伊賀市
伊賀市四十九町
3184

18,714
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

112 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

16,601
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

113 みえ森と緑の県
民税市町交付金
（基本枠）

朝日町
三重郡朝日町
大字小向893

15,033
(R6.4)

地域の実情に応じて行う以
下の対策に要する経費を
補助する。
（1）土砂や流木による被害
を出さない森林づくり
（2）暮らしに身近な森林づ
くり
（3）森を育む人づくり
（4）森と人をつなぐ学びの
場づくり
（5）地域の身近な水や緑
の環境づくり

（目的・理由）
「災害に強い森林づくり」
及び「県民全体で森林を
支える社会づくり」を推進
する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
「災害に強い森林づくり」及
び「県民全体で森林を支え
る社会づくり」は、災害時の
被害軽減や森林の公益的
機能の発揮につながり、社
会全体が森林の公益的機
能の受益者となるものであ
り、公共性を有する。

みどり共生
推進課

農林水
産業費

林業費 緑化対
策費

みえ森と緑の
県民税市町交
付金事業費

114 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目
7-29

14,774
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

115 同上 熊野市
熊野市井戸町796

14,000
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

116 同上 桑名市
桑名市中央町
2丁目37

12,964
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

117 同上 大台町
多気郡大台町
佐原750

12,800
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

118 同上 南伊勢町
度会郡南伊勢町
五ヶ所浦3057

11,426
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

119 同上 名張市
名張市鴻之台1-1

11,245
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

120 みえ森と緑の県
民税市町交付金
（基本枠）

大紀町
度会郡大紀町
滝原1610-1

11,000
(R6.4)

地域の実情に応じて行う以
下の対策に要する経費を
補助する。
（1）土砂や流木による被害
を出さない森林づくり
（2）暮らしに身近な森林づ
くり
（3）森を育む人づくり
（4）森と人をつなぐ学びの
場づくり
（5）地域の身近な水や緑
の環境づくり

（目的・理由）
「災害に強い森林づくり」
及び「県民全体で森林を
支える社会づくり」を推進
する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
「災害に強い森林づくり」及
び「県民全体で森林を支え
る社会づくり」は、災害時の
被害軽減や森林の公益的
機能の発揮につながり、社
会全体が森林の公益的機
能の受益者となるものであ
り、公共性を有する。

みどり共生
推進課

農林水
産業費

林業費 緑化対
策費

みえ森と緑の
県民税市町交
付金事業費

121 同上 紀北町
北牟婁郡紀北町
東長島769-1

10,972
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

122 同上 いなべ市
いなべ市北勢町
阿下喜31

10,908
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

123 同上 尾鷲市
尾鷲市中央町
10-43

10,239
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

124 同上 志摩市
志摩市阿児町
鵜方3098-22

10,232
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

125 同上 亀山市
亀山市本丸町
577

10,000
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

農林水産部　28



　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

126 みえ森と緑の県
民税市町交付金
（連携枠）

未定
（県内市町のうち事
業を実施する市
町）

207,623
(R6.4)

流域の防災機能を高める
ための面的な森林整備の
ほか、台風等の倒木により
電線等のライフラインを寸
断するおそれのある樹木
の事前伐採などに取り組
む経費を補助する。

（目的・理由）
「災害に強い森林づくり」
及び「県民全体で森林を
支える社会づくり」を推進
する。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
「災害に強い森林づくり」及
び「県民全体で森林を支え
る社会づくり」は、災害時の
被害軽減や森林の公益的
機能の発揮につながり、社
会全体が森林の公益的機
能の受益者となるものであ
り、公共性を有する。

みどり共生
推進課

農林水
産業費

林業費 緑化対
策費

みえ森と緑の
県民税市町交
付金事業費

127 離島漁業再生支
援交付金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目
1-1

12,076
(R6.4)

離島の漁業集落が漁業再
生のために行う海底耕耘
や漁場監視等の取組を支
援する。

（目的・理由）
漁業再生のための取組を
支援し、離島漁業の活性
化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
離島漁業は離島経済を支
える基盤産業であるが、販
売・生産面で不利な条件下
に置かれており、漁業就業
者の減少や高齢化が一層
進行している。離島は荒天
時の避難先や燃料・水の
補給など漁業者の前進基
地となっていることから、離
島漁業の維持・発展のた
めの支援は公益性を有す
る。

水産振興課 同上 水産業
費

水産業
振興費

離島漁業再生
支援事業費

128 漁業近代化資金
利子補給金

東日本信用漁業協
同組合連合会三重
支店

津市広明町323-1

56,386

(R6.8)

(R7.2)

漁業者等の資本装備の高
度化と経営の近代化に必
要な資金の円滑な融通を
図るため、融資機関に利
子補給を行う。

(目的・理由)

漁業者が必要とする施設
資金等に利子補給の助成
措置を講ずることにより、
漁業者等の資本装備の
高度化と経営の近代化を
促進する。

(根拠)

三重県漁業近代化資金
利子補給金交付規則

市場の不完全性

資本装備の高度化を図る
には多額の資金が必要で
あり、低利の資金融通等が
行われないと経営の近代
化が困難であるため、漁業
の振興や食料の安定供給
の観点から、公益性を有す
る。

同上 同上 同上 水産業
経営対
策費

漁業近代化資
金融通事業費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

129 漁業共済（赤潮特
約）事業費補助金

三重県漁業共済組
合
津市広明町323-1

15,682
（R6.4）

養殖共済の共済掛金のう
ち純共済掛金に相当する
部分で赤潮特約に係るも
のの一部を補助する。

（目的・理由）
異常な赤潮による損失に
備えて養殖業者が加入す
る養殖共済の赤潮特約に
係る掛金の負担を軽減
し、漁業経営の安定を図
る。
 （根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
異常な赤潮の発生は生活
排水の流入等による海域
の富栄養化が主な原因で
あり、本事業はこの赤潮に
よる損失に備える特約制
度への加入を促進し、養殖
業者の経営を安定させるこ
とで、水産物の安定的な供
給を図る事業であり、公益
性を有する。

水産振興課 農林水
産業費

水産業
費

水産業
経営対
策費

漁業共済推進
事業費

130 伊勢湾地区にお
ける漁家の収入
安定対策事業費
補助金

未定
（伊勢湾地区沿海
漁業協同組合等）

25,000
(R6.4)

漁業協同組合及び漁業者
の経営強化に要する経費
の一部を補助する。

（目的・理由）
中部国際空港沖公有水
面の埋立による漁業経営
への影響を緩和するた
め、新たな漁業のスタート
アップを支援し、漁業協同
組合や漁業者の経営強
化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
伊勢湾漁業の安定的な継
続に向け、漁業協同組合
や漁業者の経営強化を図
ることは、水産業の振興、
水産物の安定供給に資す
ることから、公益性を有す
る。

同上 同上 同上 同上 伊勢湾地区に
おける漁家の
収入安定対策
事業費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

131 内水面水産資源
の回復促進事業
費補助金

三重県内水面漁業
協同組合連合会
度会郡大紀町
野添163

18,500
(R6.4)

積極的な遊漁者確保の取
組や将来の遊漁者育成に
取り組む内水面漁協や内
水面漁連に対し、稚アユ放
流経費等の一部を支援す
る。
また、カワウ被害軽減対策
の取組を支援する。

（目的・理由）
水産物の供給機能のほ
か、内水面漁業者による
水産動植物の増殖や漁
場環境の保全・管理、魅
力的な川づくりによる遊漁
者確保の取組を通じて、
県民にとって重要なレクリ
エーション空間を提供する
等の多面的機能を有して
いる内水面域の活性化を
図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

公共財
内水面域は、県民にとって
重要なレクリエーション空
間であるほか、水産物の供
給機能等、多面的機能を
有しており、その活性化の
促進は公共性を有する。

水産資源管
理課

農林水
産業費

水産業
費

資源管
理費

内水面水産資
源の回復促進
事業費

132 第44回全国豊か
な海づくり大会三
重県実行委員会
負担金

第44回全国豊かな
海づくり大会三重
県実行委員会
津市広明町13

59,350
（R6.4）

第44回全国豊かな海づくり
大会の開催に要する経費
を負担する。

（目的・理由）
令和7年秋季に開催され
る第44回全国豊かな海づ
くり大会に向けて、大会の
実施体制を整えるととも
に、開催へ向けた気運の
醸成を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
4大行幸啓の1つである全
国豊かな海づくり大会の開
催にあたり、水産資源を守
り増やす取組や海や河川
といった自然を守る大切さ
を国民に周知するものであ
ることから、公益性を有す
る。

同上 同上 同上 同上 全国豊かな海
づくり大会推
進事業費
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　　　予算に関する補助金等に係る資料
（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

第１号様式（条例第５条関係）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

133 水産物供給基盤
機能保全事業費
補助金

松阪市
松阪市殿町
1340-1

32,528
(R6.4)

効率的で効果的な漁港施
設の更新を図るため、施設
の機能診断を行い策定し
た機能保全計画に基づく
漁港施設の保全工事を行
う市町に補助する｡

（目的・理由）
これまでに整備されてきた
漁港施設の健全度を把握
し、計画的な修繕及び保
全工事を行うことにより、
当該漁港施設を長寿命化
し、ライフサイクルコストの
最小化を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
漁業者が共同利用する漁
港施設の整備においては、
採算性やリスクの観点から
市町単独では負担しきれ
ない多額の費用を要する
ため、国の補助により整備
することが、水産物の安定
供給につながることから、
公益性を有する。

水産基盤整
備課

農林水
産業費

水産業
費

水産基
盤整備
費

市町営水産物
供給基盤機能
保全事業費

134 同上 尾鷲市
尾鷲市中央町
10-43

22,000
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

135 同上 鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目
1-1

172,000
(R6.4)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

136 強い水産業づくり
施設整備事業費
補助金

三重県漁業協同組
合連合会
津市広明町323-1

240,000
(R6.4)

市町、漁協等が実施する、
漁業所得の向上や生産コ
ストの削減などの漁業生産
基盤として重要な役割を持
つ共同利用施設等の整備
を補助する。

（目的・理由）
色落ちノリを加工するため
の共同利用施設の整備を
支援し、黒ノリ養殖業にお
ける経営の安定化を図
る。
（根拠）
農林水産部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全性
漁業者が共同利用する漁
港施設の整備においては、
市町や漁協等が単独では
負担しきれない多額の費
用を要するため、国の補助
により整備することで、水
産物の安定供給につなが
ることから、公益性を有す
る。

同上 同上 同上 水産業
振興費

強い水産業づ
くり施設整備
事業費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 四日市港管理組

合県負担金
四日市港管理組合
四日市市霞2丁目
1-1

1,684,073
（R6.4）

港湾法の規定による港湾
管理者の業務に対する県
負担金を交付する。

（目的・理由）
三重県は四日市港管理
組合の組織団体として必
要な経費を負担する。
（根拠）
四日市港管理組合規約
第17条第2項（経費支弁
の方法）

公共財
国際拠点港湾である四日
市港は、県内産業を支え
る物流拠点として、高い公
益性を有している。一方、
港湾施設の建設・維持に
かかるコストに対して、港
湾使用料等の収入のみで
港湾運営を行うことは困難
であり、組織団体である三
重県からの負担金による
経費支弁が必要である。

雇用経済総
務課

土木費 港湾費 港湾諸
費

四日市港関係
諸費

2 運輸事業振興助
成交付金

一般社団法人三重
県トラック協会
津市栄町1-941

485,466
(R6.5)

公共性の高い輸送手段の
安全性やサービスの向上
とともに、中小企業が事業
活動の維持・発展に必要
な経営基盤を確保できる
よう助成を行う。

（目的・理由）
バス事業及びトラック事
業の公共性に鑑み、輸
送力の確保、輸送サービ
スの改善、安全運行の
確保等を図る。
（根拠）
運輸事業の振興の助成
に関する法律
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
運輸事業の振興の助成に
関する法律（平成23年法
律第101号）に基づき、各
都道府県知事に交付する
ことが求められている交付
金である。

同上 商工費 商工業
費

商工業
総務費

地域産業総合
事業費

3 同上 公益社団法人三重
県バス協会
津市雲出長常町
1190番地の1

22,923
(R6.5)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

4 技能向上対策費
補助金

三重県職業能力開
発協会
津市栄町1-954

55,638
（R6.6）

技能の普及振興を図るた
め、客観的な技能の評価
を行う技能検定制度の普
及と充実を推進し、技能検
定及びその他技能検定試
験に関する業務を行う。

（目的・理由）
同協会が実施する技能
検定業務の適切な実施
のための支援を行う。
（根拠）
職業能力開発促進法
技能向上対策費補助金
交付要綱
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
技能検定の公正な実施及
び客観的な技能評価の普
及と充実のため、公的関
与が必要である。

障がい者雇
用・就労促
進課

労働費 職業訓
練費

職業訓
練総務
費

技能尊重社会
形成事業費

5 食品産業の輸出
向けＨＡＣＣＰ等
対応施設整備交
付金

未定 876,500
（R6.4）

県内食品製造事業者等が
輸出先のニーズへの対応
に必要な施設や機器の整
備及び体制整備をする際
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
海外への県産品の販路
拡大にあたり、輸出先が
求める条件（施設認定
等）としてＨＡＣＣＰ等に
対応した施設整備が必
要となっているため、そ
の経費の一部を助成し、
取組の促進を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
国内市場が縮小する中
で、県内の食関連産業の
活性化のためには、海外
を含む、県産品の販路開
拓を進める必要がある。
海外への県産品の販路拡
大にあたり、輸出先が求め
る条件（施設認定等）とし
てＨＡＣＣＰ等に対応した施
設整備が必要となっている
ため、事業者の負担軽減
が図られるよう、施設整備
を支援することは妥当であ
り、公益性を有する。

県産品振興
課

商工費 商工業
費

商工業
振興費

食の産業振興
支援事業費

雇用経済部　2



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

6 石油貯蔵施設立
地対策等交付金

四日市市
四日市市諏訪町１
－５

111,432
（R6.7）

石油貯蔵施設の設置に
伴って整備することが必要
と認められる公共用の施
設・設備の整備に対し補
助する。

（目的・理由）
石油貯蔵施設立地対策
等交付金を活用し、石油
貯蔵施設周辺地域にお
ける住民の福祉向上を
図ることにより、地域住
民の理解を深め、石油貯
蔵施設の設置及び運転
の円滑化を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

公共財
住民福祉の向上を図るこ
とにより、石油貯蔵施設へ
の県民の理解を深めるも
のである。

新産業振興
課

商工費 商工業
費

商工業
振興費

石油貯蔵施設
立地対策事業
費

7 電源立地地域対
策交付金（水力
枠）

紀北町
北牟婁郡紀北町東
長島７６９－１

11,921
（R6.4）

水力発電施設所在市町が
実施する公共用施設整備
や地域活性化事業等に対
し補助する。

（目的・理由）
電源立地地域対策交付
金を活用し、水力発電施
設所在市町が実施する
公共用施設整備や住民
福祉の向上に資する事
業を支援することにより、
水力発電施設の設置・運
転に対する地元の理解
を促進し、エネルギーの
安定供給を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

公共財
地域の活性化、福祉の向
上を図ることにより、水力
発電施設に対する県民の
理解を深めるものである。

同上 同上 同上 同上 総合エネル
ギー対策費

8 同上 熊野市
熊野市井戸町７９
６

10,619
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

9 ものづくり産業競
争力強化支援事
業費補助金

公益財団法人三重
県産業支援セン
ター
津市栄町1-891

18,455
（R6.4）

企業訪問等を行い、中小
企業の技術面及び経営面
の課題について、外部資
金活用も含めた解決に向
けた支援を行う。

（目的・理由）
公益財団法人三重県産
業支援センター北勢支所
を拠点に、中小企業の技
術面及び経営面の課題
解決、技術人材の育成、
最新技術等に関するセミ
ナー等を通じて、北勢地
域を中心とする県内もの
づくり中小企業における
競争力強化・事業継続に
取り組む。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
県内の中小企業等への
コーディネート支援や人
材・研究機関間の交流な
どのコーディネートを進め
ることは新技術開発や新
事業展開を通した地域産
業の活性化や雇用確保に
つながるため、公益性を有
し、県が支援を行うことは
妥当である。

新産業振興
課

商工費 商工業
費

商工業
振興費

ものづくり産
業推進事業費

10 水素ステーション
設置補助金

未定 57,500
（未定）

カーボンニュートラルの実
現に向けて、脱炭素エネ
ルギーである水素の県内
における普及・利活用を促
進するため、大型FCトラッ
ク等への水素充填が可能
な水素ステーションの設置
を支援する。

（目的・理由）
脱炭素エネルギーとして
有力視されている水素の
県内における普及・利活
用を図るため、民間事業
者が県内に設置する燃
料電池自動車用水素供
給設備（水素ステーショ
ン）の整備を補助制度に
より支援する。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
水素ステーションの設置に
より、FCVやFCトラック等
の普及が促進され、水素
の県内における普及、利
活用につながるため、公益
性を有し、県が支援を行う
ことは妥当である。

同上 同上 同上 同上 次世代産業等
振興事業費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

11 信用保証協会保
証料軽減補助金

三重県信用保証協
会
津市桜橋3丁目399
番地

213,792
（R7.3）

三重県中小企業融資制度
に係る保証料の軽減に要
する経費を補助する。

（目的・理由）
三重県中小企業融資制
度利用者の保証料の軽
減を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
信用力が弱いため、民間
金融機関の融資だけでは
資金供給が充分でない中
小零細企業等に対し、県
が信用保証協会と連携し、
資金調達を補完的に支援
することは妥当であり、公
益性を有する。

中小企業・
サービス産
業振興課

商工費 商工業
費

商工業
振興費

経営基盤確立
事業費

12 同上 同上 13,043
(R7.3)

同上 同上 同上 同上 同上 同上 新産業
振興費

事業承継支援
総合対策事業
費

13 三重県中小企業
融資制度利子補
給補助金

未定
（29取扱金融機関）

1,011,615
(R6.9)
(R7.3)

三重県中小企業融資制度
に係る利息の軽減に要す
る経費を補助する。

（目的・理由）
三重県中小企業融資制
度利用者の利息の軽減
を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
信用力が弱いため、資金
調達コストの負担が大きい
中小企業が、経営革新や
環境保全対策等に取り組
む場合、中小企業の負担
軽減が図られるよう、民間
金融機関へ利子補給を行
い、必要な事業資金の調
達が円滑に行われるよう
支援することは妥当であ
り、公益性を有する。

同上 同上 同上 商工業
振興費

経営基盤確立
事業費

雇用経済部　5



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

14 三重県中小企業
支援ネットワーク
推進事業費補助
金

三重県信用保証協
会
津市桜橋3丁目399
番地

109,940
(R7.3)

三重県信用保証協会に経
営改善コーディネーター及
び取引価格適正化コー
ディネーターを配置し、経
営課題を抱える中小企業・
小規模企業の経営改善及
び適正な価格交渉の支援
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
三重県信用保証協会に
配置した経営改善コー
ディネーターと取引価格
適正化コーディネーター
が、金融機関、商工会・
商工会議所などの支援
機関と連携し、経営課題
等を抱える事業者の経
営改善と、価格転嫁の進
まない事業者の価格交
渉を支援する。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
経営基盤の脆弱な中小企
業に対して支援を行い自
律的発展を促すことは、地
域産業の活性化や雇用確
保につながるため、県が支
援を行うことは妥当であ
り、公益性を有する。

中小企業・
サービス産
業振興課

商工費 商工業
費

商工業
振興費

経営基盤確立
事業費

15 小規模事業支援
費補助金

三重県商工会連合
会　外
津市栄町1-891
外

1,487,078
（R6.4）

商工会、商工会議所、三
重県商工会連合会が経営
指導員等を設置し、小規
模事業者等の経営・技術
の改善、発達等を支援す
る事業に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
小規模事業者等の振興
と安定を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
経営資源の限られた小規
模事業者の経営・技術の
改善、発達を図るために
は、小規模事業者等を支
援する商工会議所・商工
会及び三重県商工会連合
会を活用することが最も効
率的、効果的であることか
ら、県が支援することは妥
当であり、公益性を有す
る。

同上 同上 同上 同上 小規模事業支
援費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

16 中小企業連携組
織対策事業費補
助金

三重県中小企業団
体中央会
津市栄町1-891

104,049
（R6.4)

三重県中小企業団体中央
会が行う中小企業の連携
組織化、中小企業団体の
育成指導のための窓口相
談、巡回指導、専門家によ
る指導等の事業に要する
経費を補助する。

（目的・理由）
中小企業の連携組織化
の推進と事業協同組合
等の指導育成により、中
小企業の地位の向上を
図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
行政が認可して設立され
た事業協同組合等が、そ
れぞれの業界の実状に即
して最も適正な組合形態を
作り上げていくには、経営
基盤が脆弱な組合員たる
中小企業の独力では困難
であることから、県と中央
会が協働して支援を行うこ
とは妥当であり、公益性を
有する。

中小企業・
サービス産
業振興課

商工費 商工業
費

商工業
振興費

中小企業連携
組織対策事業
費

17 三重県中小企業
支援センター等
事業費補助金
（中小企業支援セ
ンター等事業費
補助金）

公益財団法人三重
県産業支援セン
ター
津市栄町1-891

176,919
（R6.4）

公益財団法人三重県産業
支援センターが行う支援
体制整備、取引円滑化支
援、その他の中小企業に
対する支援事業に要する
経費を補助する。

（目的・理由）
中小企業の経営資源を
強化し、経営革新や新事
業の創出等の取組を促
進するために公益財団
法人三重県産業支援セ
ンターが実施する事業に
必要な補助を行い、活力
ある地域経済社会の構
築に寄与する。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
経営基盤の脆弱な中小企
業に対して支援を行い、自
律的発展を促すことは、地
域産業の活性化や雇用確
保につながるため、県が支
援を行うことは妥当であ
り、公益性を有する。

同上 同上 同上 経営指
導育成
費

産業支援セン
ター事業費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

18 起業支援事業費
補助金

未定 14,151
（R6.5）

デジタル技術を活用した地
域課題の解決を目的とし
た起業等をする者に対し
て、起業等に必要な経費
の一部を補助するととも
に、起業等に向けた伴走
支援等を行うために要す
る経費を補助する。

（目的・理由）
県外から移住し、デジタ
ル技術を活用して地域
課題の解決を目的とした
起業等をする者に対し
て、起業等に必要な経費
の一部を起業支援金とし
て補助し、活力ある地域
経済社会の構築に寄与
する。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
経営基盤の脆弱な中小企
業等に対して支援を行い
自律的発展を促すことは、
地域産業の活性化や雇用
確保につながるため、県が
支援を行うことは妥当であ
り、公益性を有する。

中小企業・
サービス産
業振興課

商工費 商工業
費

新産業
振興費

起業支援事業
費

19 三重県中小企業
支援センター等
事業費補助金
（令和5年度2月
補正）
（エネルギー価格
等高騰対応生産
性向上・業態転
換支援補助金）

公益財団法人三重
県産業支援セン
ター
津市栄町1-891

207,980
（R6.4）

三重県エネルギー価格等
高騰対応生産性向上・業
態転換支援補助金につい
て、中小企業等のエネル
ギー価格等高騰の影響を
緩和し、従業員の賃金引
き上げにつなげるための
経営向上の取組を支援す
るため、実施に要する経費
を補助する。

（目的・理由）
中小企業等のエネル
ギー価格等の高騰に対
応する取組を支援するた
めに、公益財団法人三
重県産業支援センターが
実施する事業に必要な
補助を行い、活力ある地
域経済社会の構築に寄
与する。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

同上 同上 同上 同上 同上 経営向上・経
営革新支援事
業費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

20 マザー工場型拠
点立地補助金

はごろもフーズ株
式会社
静岡県静岡市清水
区島崎町151番地

40,000
（R6.7）

マザー工場化への取組に
よる工場の立地に対して
補助する。
木曽岬プラント
業種：食料品製造業

（目的・理由）
マザー工場化への設備
投資に対して補助するこ
とにより、雇用の確保及
び地域産業の高度化を
実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

市場の不完全
企業立地の条件が他地域
より不利であることから優
遇措置を設けて企業誘致
を実現する必要がある。ま
た、立地により地域内雇用
の増加及び県内経済の活
性化が図られるため、公益
性を有する。

企業誘致推
進課

商工費 商工業
費

工業開
発費

企業誘致・投
資促進事業費

21 同上 ニプロファーマ株
式会社
大阪府摂津市千里
丘新町3番26号

104,472
(R7.1)

マザー工場化への取組に
よる工場の立地に対して
補助する。
伊勢工場
業種：医薬品製造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

22 同上 株式会社よしみね
大阪府大阪市西区
京町堀1丁目8番5
号

125,000
(R6.12)

マザー工場化への取組に
よる工場の立地に対して
補助する。
中部事業所
業種：ボイラ製造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

23 同上 ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社
神奈川県横浜市西
区みなとみらい四
丁目4番2号

63,000
(R6.10)

マザー工場化への取組に
よる工場の立地に対して
補助する。
津事業所
業種：造船業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

24 同上 キオクシア株式会
社
東京都港区芝浦三
丁目1番21号

350,000
（R6.9）

マザー工場化への取組に
よる工場の立地に対して
補助する。
四日市工場
業種：電気機械器具製造
業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

25 マザー工場型拠
点立地補助金

津田電線株式会社
京都府久世郡久御
山町市田新珠城27
番地

125,000
（R6.6）

マザー工場化への取組に
よる工場の立地に対して
補助する。
伊賀工場
業種：電線、ケーブル製造
業

（目的・理由）
マザー工場化への設備
投資に対して補助するこ
とにより、雇用の確保及
び地域産業の高度化を
実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

市場の不完全
企業立地の条件が他地域
より不利であることから優
遇措置を設けて企業誘致
を実現する必要がある。ま
た、立地により地域内雇用
の増加及び県内経済の活
性化が図られるため、公益
性を有する。

企業誘致推
進課

商工費 商工業
費

工業開
発費

企業誘致・投
資促進事業費

26 成長産業立地補
助金

株式会社浜乙女
愛知県名古屋市中
村区名駅四丁目16
番26号

60,000
（R6.6)

成長産業（食関連分野）に
関する施設等の立地に対
して補助する。
三重工場
業種：食料品製造業

（目的・理由）
成長産業分野の設備投
資に対して補助すること
により、雇用の確保及び
地域産業の高度化を実
現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

同上 同上 同上 同上 同上 同上

27 同上 エイベックス株式
会社
愛知県名古屋市瑞
穂区内浜町26番3
号

77,132
(R6.11)

成長産業（高度部材関連
分野）に関する施設等の
立地に対して補助する。
桑名先進工場
業種：輸送用機械器具製
造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

28 同上 中西金属工業株式
会社　外1社
大阪府大阪市北区
天満橋三丁目3番5
号　外

25,147
（R6.11）

成長産業（次世代自動車
関連分野）に関する施設
等の立地に対して補助す
る。
名張工場
業種：精密金属加工業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

29 成長産業立地補
助金

ホクト株式会社
長野県長野市大字
南堀138-1

20,000
（R7.2）

成長産業（食関連分野）に
関する施設等の立地に対
して補助する。
三重きのこセンター
業種：食料品製造業

（目的・理由）
成長産業分野の設備投
資に対して補助すること
により、雇用の確保及び
地域産業の高度化を実
現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

市場の不完全
企業立地の条件が他地域
より不利であることから優
遇措置を設けて企業誘致
を実現する必要がある。ま
た、立地により地域内雇用
の増加及び県内経済の活
性化が図られるため、公益
性を有する。

企業誘致推
進課

商工費 商工業
費

工業開
発費

企業誘致・投
資促進事業費

30 同上 四日市合成株式会
社
四日市市宮東町二
丁目1番地

35,000
（R6.9)

成長産業（高度部材関連
分野）に関する施設等の
立地に対して補助する。
六呂見工場
業種：化学製品製造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

31 同上 井村屋株式会社
津市高茶屋七丁目
1番1号

33,807
（R6.6)

成長産業（食関連分野）に
関する施設等の立地に対
して補助する。
あのつFACTORY
業種：食料品製造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

32 同上 九鬼産業株式会社
四日市市尾上町11
番地

73,000
(R6.10)

成長産業（食関連分野）に
関する施設等の立地に対
して補助する。
粉体プラント
業種：食料品製造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

33 同上 株式会社キンレイ
京都府京都市伏見
区南浜町247番地

125,000
(R6.6)

成長産業（食関連分野）に
関する施設等の立地に対
して補助する。
亀山工場
業種：食料品製造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

34 成長産業立地補
助金

株式会社マコト
フードサービス
大阪府大阪市福島
区福島７丁目２０
－１

60,000
(R7.1)

成長産業（食関連分野）に
関する施設等の立地に対
して補助する。
三重多気工場
業種：食料品製造業

（目的・理由）
成長産業分野の設備投
資に対して補助すること
により、雇用の確保及び
地域産業の高度化を実
現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

市場の不完全
企業立地の条件が他地域
より不利であることから優
遇措置を設けて企業誘致
を実現する必要がある。ま
た、立地により地域内雇用
の増加及び県内経済の活
性化が図られるため、公益
性を有する。

企業誘致推
進課

商工費 商工業
費

工業開
発費

企業誘致・投
資促進事業費

35 スマート工場立地
補助金

ロート製薬株式会
社
大阪府大阪市生野
区巽西一丁目8番1
号

30,000
（R6.12）

スマート工場化への取組
による工場の立地に対し
て補助する。
上野テクノセンター
業種：医薬品製造業

（目的・理由）
スマート工場化への設備
投資に対して補助するこ
とにより、雇用の確保及
び地域産業の高度化を
実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

同上 同上 同上 同上 同上 同上

36 同上 株式会社エクセ
ディ
大阪府寝屋川市木
田元宮１-１-１

100,000
(R7.1)

スマート工場化への取組
による工場の立地に対し
て補助する。
亀山事業所
業種：輸送用機械器具製
造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

37 研究開発施設等
立地補助金

コクヨ株式会社
大阪府大阪市東成
区大今里南六丁目
1番1号

29,000
(R7.3)

研究開発施設や試験認証
機関の立地に対して補助
する。
三重工場
業種：事務用品製造業

（目的・理由）
研究開発施設や試験認
証機関における設備投
資等に対して補助するこ
とにより地域産業の高度
化を実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

38 研究開発施設等
立地補助金

住友電装株式会社
外1社
四日市市西末広町
1 番14 号　外

91,000
(R6.8)

研究開発施設や試験認証
機関の立地に対して補助
する。
四日市製作所、鈴鹿製作
所、四日市塩浜開発技術
センター
業種：輸送用機械器具製
造業

（目的・理由）
研究開発施設や試験認
証機関における設備投
資等に対して補助するこ
とにより地域産業の高度
化を実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

市場の不完全
企業立地の条件が他地域
より不利であることから優
遇措置を設けて企業誘致
を実現する必要がある。ま
た、立地により地域内雇用
の増加及び県内経済の活
性化が図られるため、公益
性を有する。

企業誘致推
進課

商工費 商工業
費

工業開
発費

企業誘致・投
資促進事業費

39 同上 株式会社スミロン
大阪府大阪市天王
寺区東高津町１１
番９号

50,000
(R6.11)

研究開発施設や試験認証
機関の立地に対して補助
する。
R&Dセンター
業種：プラスチック製品製
造業

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

40 外資系企業アジ
ア拠点立地補助
金

王子製薬株式会社
外１社
津市河芸町東千里
600番地

80,000
（R6.8）

外資系企業による立地に
対して補助する。
津工場
業種：合成洗剤製造業

（目的・理由）
外資系企業による設備
投資に対して補助するこ
とにより、雇用の確保及
び地域経済の活性化を
実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条
例

同上 同上 同上 同上 同上 同上
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

41 中小企業高付加
価値化投資促進
補助金

未定 100,000
(未定)

中小企業者のものづくり基
盤技術の高度化などを目
的として行う設備投資や、
地域への経済波及効果の
高い集客交流関連産業な
どにおける投資に対して補
助する。

（目的・理由）
中小企業者が付加価値
の高い商品やサービス
を創出するため、県内で
設備投資を行う際の費
用を支援することにより、
県内における新たな投
資の促進を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
本県は企業の付加価値率
が全国的に低位にあること
から、優遇措置を設けてグ
ローバル競争に打ち勝つ
高い付加価値を創出でき
る県内企業を育成する必
要がある。また、サービス
産業の分野では、付加価
値の高い新たなサービス
を創出し集客力の向上を
図る必要がある。高い付
加価値を生み出し新たな
投資を促進することによ
り、県内経済の活性化が
図られるため、公益性を有
する。

企業誘致推
進課

商工費 商工業
費

工業開
発費

企業誘致・投
資促進事業費

42 日本貿易振興機
構三重貿易情報
センター分担金

独立行政法人日本
貿易振興機構
東京都港区赤坂1-
12-32

15,201
(R6.7）

海外取引の拡大等、県内
中小企業・小規模企業等
の国際化を促進するた
め、日本貿易振興機構
（ジェトロ）等専門機関との
連携により、個々の企業
ニーズに応じた販路開拓、
海外市場動向・制度に関
する情報の収集を支援す
る。

（目的・理由）
三重県内企業の国際化
支援のため、貿易・投資
相談及び各種経済セミ
ナー開催等を実施する
日本貿易振興機構三重
貿易情報センターの運営
に要する経費の一部を
負担する。
（根拠）
三重貿易相談所運営に
関する協定書（昭和49年
3月1日）

市場の不完全
県内産業の国際化を図る
ことは、本県経済の競争力
強化につながり、税収及び
雇用の確保に資するもの
であることから、県が支援
を行うことは適当である。

同上 同上 同上 貿易振
興費

海外貿易投
資促進事業
費
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第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

43 三重県中小企業
支援センター等
事業費補助金
（海外ビジネス展
開支援事業費
）

公益財団法人三重
県産業支援セン
ター
津市栄町1-891

34,896
（R6.4）

海外展開に取り組む県内
中小企業・小規模企業等
が、海外への販路拡大な
どに取り組む場合にその
経費の一部を補助する。

（目的・理由）
中小企業の経営資源を
強化し、経営革新や新事
業の創出・育成等の取組
を促進するために公益
財団法人三重県産業支
援センターが実施する事
業に必要な補助を行い、
活力ある地域経済社会
の構築に寄与する。
（根拠）
雇用経済部関係補助金
等交付要綱

市場の不完全
経営基盤の脆弱な中小企
業に対して支援を行い自
律的発展を促すことは、地
域産業の活性化や雇用確
保につながるため、県が支
援を行うことは妥当であ
り、公益性を有する。

企業誘致推
進課

商工費 商工業
費

商工業
振興費

海外ビジネス
展開支援事
業費

雇用経済部　15



 



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：観光部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 先駆的で持続可

能な観光地の構
築支援補助金

未定 未定
（未定）

地域が策定する事業計画
に基づき、宿泊施設や観
光施設の高付加価値改修
など、受入環境の整備に
要する経費の一部を補助
する。

（目的・理由）
高付加価値旅行者から
三重が選ばれ、県内の
観光消費が促進されるよ
う、観光地域づくり法人
（DMO）・県内観光関連
事業者による受入環境を
充実させる取組に対し補
助することにより、持続
可能な観光地づくりを推
進する。

（根拠）
観光部関係補助金等交
付要綱

市場の不完全
観光地域づくり法人
（DMO）・県内観光関連事
業者が実施する拠点整備
等に対して補助を行うこと
により、県内観光地の受入
環境を充実させることは、
県内観光振興、経済活性
化につながることから、公
益性を有する。

観光振興課 商工費 商工業
費

観光振
興費

観光資源活用
推進事業費

2 公益社団法人三
重県観光連盟負
担金

公益社団法人三重
県観光連盟
津市羽所町700番
地アスト津２階

160,420
(R6.4)

全県DMOである公益社団
法人三重県観光連盟が観
光地経営の司令塔として
の役割を担うため、インバ
ウンド向けプロモーション
業務及び地域DMOへの支
援業務の推進に要する経
費を負担する。

（目的・理由）
観光における地域間競
争が増すなか、観光地経
営の司令塔である公益
社団法人三重県観光連
盟の基盤強化を図ること
により、持続可能な観光
地づくりを推進する。

（根拠）
観光部関係補助金等交
付要綱

外部（不）経済
公益社団法人三重県観光
連盟は、県内唯一の全県
ＤＭＯであり、当該団体の
事業の推進に要する経費
を負担することは、幅広い
分野の産業に関係を持つ
県内観光産業の活性化に
つながることから、公益性
を有する。

観光振興課 商工費 商工業
費

観光振
興費

観光資源活用
推進事業費

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由
番号 事業内容

交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

観光部　1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：観光部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
課（室）名公益性の判断及び理由

交付の目的、根拠及び理
由

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

3 広域連携インバ
ウンド推進協議
会等負担金

未定 10,000
（未定）

観光地域づくり法人
（DMO）等が中心となって
協議会等の推進体制を構
築し、高付加価値旅行者
の誘致や観光地の高付加
価値化を図るための取組
に要する経費を負担する。

（目的・理由）
県内の観光地域づくり法
人（DMO）等が広域で推
進するインバウンド誘致
にかかる経費を負担する
ことにより、高付加価値
旅行者の誘致促進や県
内観光地の高付加価値
化を図る。

（根拠）
観光部関係補助金等交
付要綱

市場の不完全
観光地域づくり法人
（DMO）、市町、事業者等
が一体となり、海外から高
付加価値旅行者の誘致や
周遊滞在の促進に取り組
むことは、県内観光振興、
経済活性化につながること
から、公益性を有する。

海外誘客課 商工費 商工業
費

観光振
興費

海外誘客推進
事業費

4 産業観光推進事
業費負担金

未定 12,100
(R6.6)

海外から高付加価値旅行
者を誘客するため、ものづ
くり企業などの技術や経営
理念などを新たな観光資
源として活用する産業観
光の推進に要する経費を
負担する。

（目的・理由）
新たな観光資源である産
業観光の普及・促進に取
り組んでいる団体に必要
な支援を行い、活力ある
地域経済社会の構築に
寄与する。

（根拠）
観光部関係補助金等交
付要綱

市場の不完全
県内の企業関係者等が連
携・協力して産業観光の推
進に取り組むことにより、
海外からの企業関係者等
の来訪を促進することは、
県内産業や地域の活性化
につながることが期待でき
ることから、公益性を有す
る。

海外誘客課 商工費 商工業
費

観光振
興費

海外誘客推進
事業費

観光部　2



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：県土整備部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 同和地区公共下

水道事業補助金
津市
津市殿村5

17,400
(R6.9)

対象区域において、平成9
年度から13年度までの5年
間に実施した公共下水道
事業及び特定環境保全公
共下水道事業で、国の財
政上の特別措置が講じら
れない管渠の建設に要す
る経費について、地方債
の元利償還額の一部を補
助する。
（平成13年度までの制度
で、新規採択終了）

（目的・理由）
同和地区における公共
下水道の緊急かつ計画
的な整備を促進すること
により、生活環境の改善
を図り、併せて公共用水
域の水質保全に寄与す
る。
（根拠）
県土整備部関係補助金
等交付要綱

①公共財
公共財である河川や海等
の公共用水域の水質汚濁
防止を図るものであり、公
益性を有している。

下水道事業
課

土木費 都市計
画費

下水道
事業費

下水道事業諸
費

2 避難路沿道建築
物耐震対策支援
事業費補助金

四日市市
四日市市諏訪町
1-5

36,555
(R6.4)

避難路沿道建築物の耐震
対策に要する費用に補助
を行う市町に対し、国と県
で支援を行う。

（目的・理由）
避難路沿道建築物の地
震に対する安全性の向
上を図り、県民の生命、
財産を保護する。
（根拠）
県土整備部関係補助金
等交付要綱

⑤ナショナル（シビル）ミニ
マム
緊急輸送道路沿道の建築
物が倒壊した場合、当該
道路の通行を妨げ、支援
物資の流通、救助活動の
低下や多数の者の円滑な
避難を困難にするなど、甚
大な被害を及ぼす恐れが
ある。
このため、県民の生命、財
産を保護するとともに、被
害拡大を防ぐ観点から、公
的関与により耐震化を促
進する必要がある。

建築開発課 土木費 土木管
理費

建築指
導費

建築基準法施
行費

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

県土整備部　1



3 木造住宅耐震補
強等事業費補助
金

四日市市
四日市市諏訪町
1-5

16,000
（R6.4）

木造住宅の耐震補強工事
等に要する費用に補助を
行う市町に対し、国と県で
支援を行う。

（目的・理由）
住宅の地震に対する安
全性の向上を図り、県民
の生命、財産を保護す
る。
（根拠）
県土整備部関係補助金
等交付要綱

⑤ナショナル（シビル）ミニ
マム
現行の耐震基準を満たし
ていない木造住宅は地震
による倒壊の危険性が高
く、大規模災害時に甚大な
被害を及ぼす恐れがある
とともに、倒壊による道路
閉塞等により緊急車両等
の通行・活動に支障をきた
すなど、地域全体の被害
が拡大する恐れがある。
このため、県民の生命、財
産を保護するとともに、被
害拡大を防ぐ観点から、公
的関与により耐震化を促
進する必要がある。

住宅政策課 土木費 住宅費 住宅管
理費

住まい安心支
援事業費

4 同上 伊勢市
伊勢市岩渕
1丁目7-29

10,000
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

5 同上 松阪市
松阪市殿町
1340番地1

10,000
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

6 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸
1丁目18番18号

11,000
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

県土整備部　2



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：教育委員会事務局）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 公立学校情報機

器整備事業費補
助金

四日市市教育委
員会
四日市市諏訪町
1-5

338,800
（R6.4）

公立小中学校における１
人１台端末の更新に係る
経費を市町に補助する。

（目的・理由）
公立小中学校の１人１台
端末の更新を進め、整
備することにより、児童
生徒の学習活動の一層
の充実と学びの保障等
を図る。
（根拠）
教育関係事業補助金等
交付要綱

外部（不）経済
県内の公立小中学校に在
籍する児童生徒の１人１台
端末の活用により、児童生
徒の可能性を引き出す個
別最適な学びと協働的な
学びの実現、学びの保障
等を図るためのものであ
り、公益性を有する。

小中学校
教育課

教育
費

教育
総務
費

教育
指導
費

小・中学校生
徒指導費

2 同上 玉城町教育委員
会
度会郡玉城町田
丸114-1

62,040
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

3 同上 伊勢市教育委員
会
伊勢市小俣町元
町540

44,330
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

4 同上 鳥羽市教育委員
会
鳥羽市大明東町
1-6

12,650
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

5 同上 志摩市教育委員
会
志摩市阿児町鵜
方3098-22

18,480
（R6.4）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

教育委員会　1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：教育委員会事務局）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
6 全国・ブロック高

等学校等体育大
会派遣費補助金

三重県高等学校
体育連盟
鈴鹿市稲生町
8232-1

70,923
（R6.4）

高等学校体育連盟等が主
催（共催）する全国・ブロッ
ク大会に高校生等を派遣
するために要する経費を
補助する。

（目的・理由）
高等学校体育連盟等が
主催（共催）する全国・ブ
ロック大会に高校生等を
派遣することにより、ス
ポーツ水準の向上を図
る。
（根拠）
教育関係事業補助金等
交付要綱

外部（不）経済
高等学校体育連盟等が主
催（共催）する全国・ブロッ
ク大会に高校生等を派遣
する経費を補助することに
より、県内スポーツ水準の
向上を図るものであり、公
益性を有する。

保健体育課 教育
費

保健
体育
費

体育
振興
費

運動部活動
支援事業費

7 文化財保護事業
補助金

明和町
多気郡明和町大
字馬之上945

36,372
(R6.4)

文化財の所有者、管理団
体、保護関係団体及び市
町が実施する文化財の保
存事業及び保存施設整備
に要する経費の一部を補
助する。

（目的）
指定文化財等の保存事
業に対して財政的支援を
行い、その適切な保存等
を図る。

（理由）
事業者の負担を軽減す
ることで、保存事業を行
いやすくし、文化財等が
適切に保存され、県民共
有の財産として活用され
ることにつながる。

（根拠）
教育関係事業補助金等
交付要綱

外部（不）経済
文化財は、わが国の歴
史、文化等を正しく理解
し、将来の文化の向上発
展に資する重要なもので
あり、その保存事業を支援
することは公益性を有す
る。

社会教育・
文化財保
護課

教育
費

社会
教育
費

文化
財保
護費

文化財管理
費

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容
交付の目的、根拠及び理

由
公益性の判断及び理由 課（室）名

支出科目

教育委員会　2



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：病院事業庁）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1 政策的医療交付

金
公益社団法人地
域医療振興協会
東京都千代田区
平河町二丁目6番
3号

589,417
（未定）

三重県立志摩病院（以下
「志摩病院」という。）の指
定管理者である公益社団
法人地域医療振興協会が
志摩病院において政策的
医療を実施するための経
費として交付金を交付す
る。

（目的・理由）
地方公営企業法等で定
める一般会計が負担す
べき経費として当該交付
金を指定管理者に交付
することで安定的な政策
的医療の実施を担保す
る。
（根拠）
三重県立志摩病院の管
理運営に関する基本協
定書

ナショナル（シビル）ミニマ
ム
志摩地域の中核病院であ
る県立病院として指定管
理者制度導入後において
も県民に良質で満足度の
高い医療を安定的、継続
的に提供するためのもの
であり、公益性がある。

県立病院
課

病院
事業
費用

医業
費用

経費
（交付
金）

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

課（室）名公益性の判断及び理由
交付の目的、根拠及び理

由

病院事業庁　1



 


